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はじめに 
 
 本論文は，技術進歩が日本の労働市場の変化に及ぼす影響を分析することを目的としている。技術
進歩のなかでも，とりわけ 1980 年代後半以降急速に普及した情報通信技術(ICT)の進歩を主要な分析
の対象とし，それが近年の労働需要や賃金構造の変化に及ぼす影響を明らかにする。 
 以上のような技術進歩と労働市場の関係について，本論文では以下のような構成に基づいて分析す
る。 
 まず，第 1 章「技術進歩と労働市場に関する理論」では，近年の情報通信技術の急速な進歩・普及
が労働市場に及ぼす影響に関する経済理論とそれらに基づく実証分析について先行研究をサーベイし，
本論文での実証分析における課題を提示している。1980 年代後半以降，アメリカを含む，一部の先
進国において学歴間をはじめとする労働者グループ間の賃金格差が急速な拡大傾向を示した。そして，
その経済理論的説明として，情報通信技術が熟練労働者と補完的であるとするスキル偏向的技術進歩
(Skill Biased Technical Change:以下，SBTC と呼ぶ)仮説が有力な仮説として提示された。しかし 2000
年代に入ると格差拡大の動向が変化し，賃金分布における下位層の労働者の賃金格差拡大は沈静化し
た。これに伴って理論面でも単純な SBTC 仮説が改良され，それぞれの職種が内包する業務（task）
の視点から，情報通信技術との関連を分析するフレームワークが提示された。この理論は 2003 年の
The Quarterly Journal of Economics に掲載された Autor， David H.， Frank Levy and Richard J. Murnane
による，“The Skill Content of Recent Technological Change: An Empirical Exploration”で初めて提示され，
以後「ALM 仮説」と呼ばれている。この仮説によれば，情報通信技術が進歩するなか，コンピュー
ターは主に賃金分布の中位にいる労働者が担うと考えられる定型的業務（routine task）を代替する一
方，賃金分布の上位と下位にいる労働者が行う非定型的業務(nonroutine task)は代替されないとされ，
アメリカにおいて現実に生じた賃金分布の「二極化仮説」をうまく説明するものである。本章はこれ
らのスキル偏向的技術進歩仮説の理論を中心に国内外の実証的論文も含めて技術進歩と労働市場に関
する文献のサーベイを行った。 
 第 2 章「日本における労働者の学歴間代替性」では，労働需要に関する重要なパラメータとして学
歴間代替弾力性に焦点をあて，これを推定することにより海外先進各国と日本との労働市場の違いを
明らかにしている。この章では厚生労働省『賃金構造基本統計調査』の 1982 年から 2007 年の年齢階
級・勤続年数階級・学歴別の集計データを用いて，CES 生産関数から誘導された推定モデルをもと
にパラメータの推定を行った。その結果，諸外国における推定結果と比較して，日本の労働者の学歴
間代替弾力性は非常に大きく，大卒・高卒労働者間の代替性が非常に高いことが示された。さらに産
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業別での推計を行ったところ，製造業や建設業などでは学歴間代替が非常に大きいものの，金融保
険業・サービス業・卸売業などのサービス型産業では比較的値が小さくなっていることを示した。
学歴間の代替弾力性のパラメーターが大きいということは，高学歴労働者の低学歴労働者に対する相
対需要曲線の傾きが小さく，高学歴労働者の低学歴労働者に対する相対労働供給の増大に伴って相対
賃金が下落する効果が小さいことを意味している。したがって，海外の一部の先進国と比較して，日
本の学歴間賃金格差が大幅に拡大しなかった背景には，高学歴労働者に対する相対需要シフトが大
幅には起こらなかった可能性があることが示唆される。 
 第 3 章「学歴・年齢別労働需要と技術進歩」では，技術進歩が労働需要に与える影響を分析する上
で，教育水準と年齢という二つの次元から労働力を分類し，どのような属性をもつ労働力の需要が技
術進歩の影響を受けているかについて実証的に検証するとともに，これらの労働者グループ間の代
替弾力性についても分析した。本章の分析では，まず各グループの労働者の総賃金シェア変化を，
産業内の変化と産業間の変化に分解した。そしていずれの労働者グループについても，産業内変化
の効果が大幅に上回っていることを示した。これは高学歴労働者のシェア上昇が貿易の国際化な
どの産業構造の変化に起因するものではないとした先行研究の結果が，年齢階層別に分割した場
合でも支持されることを示す。またトランスログ費用関数を用いた分析では，先行研究と同じく
技術進歩によって高学歴労働者に対する需要が増大することを確認している。しかしながら同時に，
低学歴でも年齢が高い労働者に対しては技術進歩によって需要が増大することも明らかにした。
日本の学歴間賃金格差がアメリカやイギリスのようには拡大しなかった理由の一つには，このよう
に低学歴労働者の技術進歩への適応性の高さが考えられる。また同じ低学歴労働者でも若年層に対
する需要は技術進歩によって減少するという結果も示されている。これらの結果から日本の労働市場
では，企業内訓練を通じて年齢とともに技術進歩に対する適応性が上昇する可能性があることを指摘
している。 
 第 4 章「企業の ICT 化とスキル需要」では，企業単位の情報化と技能について尋ねた事業所調査
のマイクロデータを用いて，情報通信技術と企業内で求められる技能の関係について実証的に検討し
た。ALM 仮説の含意から，コンピューターによって代替されない非定型的業務を遂行する能力とし
て，企業特殊的スキルが重要な役割を果たしていると考えられる。そこで本章では，情報通信技術が
企業特殊的スキルの収益を高める可能性があるという仮説を立て，企業特殊的スキルを代理する様々
な変数と情報化の関連を検証した。分析結果から，企業内の情報化の指標は，企業文化や社内の人間
関係の重要性といった企業特殊的技能を示すと考えられる変数の間に有意な関係があり，情報化の進
展がこれらのスキルの重要性を高める効果があることを明らかにした。 
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 最後の「結論」では，各章で分析した結果を要約し，それらをふまえた上での含意を述べている。 
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中康秀教授，神戸大学大学院経済学研究科の萩原泰治教授に丁寧なご指導をいただいた。また神戸
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第 1 章 技術進歩と労働市場に関する理論 
 
1.1 はじめに 
 本章では，技術進歩が労働市場に与える影響について理論的・実証的にアプローチした先行研究の
レビューを行い，本論文の研究課題を提示する。 
 1980 年代にアメリカやイギリスなどを中心として賃金格差や所得格差が急速に拡大し，その要因
についての研究が盛んに行なわれた。その主な要因として以下のような仮説が考えられた。 
まず労働供給側の要因として，大卒労働者の供給が変動したことがあげられる。アメリカにおいては 1970
年代にベビーブーム世代の大卒労働者が労働市場に参入することとなった。そのため同時に生じた高スキ
ル労働者の需要の増大は，これらの大卒労働者の供給増加によって緩和され，高スキル労働者の賃金上
昇には結びつかなかった。その反動もあり，大卒労働者の供給が相対的に減少した 1980 年代に急激な賃
金上昇が起こったとされる(Bound and Johnson(1992)，Juhn et al.(1993) ，Katz and Murphy (1992)， Levy 
and Murnane (1992)など)。 
 次に労働需要側の要因としては、まず情報通信技術(ICT)などをはじめとする近年の技術進歩
が，熟練労働者を相対的により多く需要することによって熟練労働者の相対賃金を上昇させるという
スキル偏向的技術進歩(Skill Biased Technical Changes 以下，SBTC)仮説，あるいは最低賃金の下落や，
労働組合組織率の低下などの労働市場の制度的要因(Card(1992))，国際貿易の進展による低スキル労
働投入の海外移転などによる貿易要因，などが考えられた。しかし，労働者数の変化を産業内変化と
産業間変化に分解した研究によれば，産業内変化が産業間変化を大幅に超過しており，貿易要因によ
る賃金格差拡大仮説は否定されるような結果となった(Berman et al.(1994)，櫻井(1999))。 
本章では，賃金格差拡大の要因を説明するこれらの仮説のうち，SBTC 仮説に焦点をあて，その理
論的モデルと実証的研究を概観する。 
 
1.2 技術進歩と労働需要のモデル 
本節では，労働需要の変化の要因として，スキル偏向的技術進歩(SBTC)を考え，賃金格差の動向
がその要因によって決定されていたとする仮説を中心にその理論と実証研究を概観し，考察する。 
 
1.2.1 旧来の SBTC 仮説 
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 1980 年代にアメリカやイギリスを中心に急拡大した賃金格差に対応して，まず，技術進歩とスキ
ルの単線的な補完関係を仮定した理論的フレームワークが考えられた。その代表的なものとして，
Acemoglu (2002) のモデルを用いて概説する。 
まず，以下のような CES 型の生産関数を仮定する。 
( ) ( ) ( ){ } ( ) ( ){ } 1l hY t A t L t A t H t ρρ ρ⎡ ⎤= +⎣ ⎦  
ここで ( )H t ， ( )L t はそれぞれ時点 t における熟練，未熟練労働者の労働投入量， )(tAl ， )(tAh は
時点 t における労働の効率性パラメータである。 
完全競争市場を仮定すると， 
( ) ( )1h hH lYw A A A H LH
ρ ρρρ ρ ρ −−∂ ⎡ ⎤= = +⎣ ⎦∂  
( ) ( )1lL h lYw A A A H LL
ρ ρρρ ρ ρ −∂ ⎡ ⎤= = +⎣ ⎦∂  
このとき熟練労働者のスキルプレミアムは， 
( ) ( ) 1/1 /1
h hH
L l l
A Aw H H
w A L A L
ρ σ σρ σ
ω
−− − −⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎛ ⎞ ⎛ ⎞= = =⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎝ ⎠ ⎝ ⎠
       (1.1) 
ここでσは熟練・未熟練労働力間の代替弾力性である。 
両辺の対数をとると 
1 1ln ln lnh
l
A H
A L
σω σ σ
⎛ ⎞− ⎛ ⎞= −⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎝ ⎠⎝ ⎠
    (1.2) 
ゆえに 
( )
ln 1 0
ln H L
ω
σ
∂ = − <∂  
よって，熟練労働者の相対供給が増大すると，熟練労働者のスキルプレミアムが減少する。また，
(1.2)式より，スキル偏向的技術進歩を表す Ah/Al が一定ならば，熟練労働者に対する相対需要は右
下がりとなる。図 1.1 は熟練労働者の相対供給が変化したときの，労働市場の均衡の変化を描いてい
る。相対供給が H/L から H′/L′に増大すると，スキルプレミアムは需要曲線 DD に沿って ωから
ω′に減少する。また，式(1.2)より， 
( )
ln 1
ln h lA A
ω σ
σ
∂ −=∂  
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となる。よって，σ>1 の場合には熟練補完的な技術進歩はスキルプレミアムを増大させる。この場
合の需要シフトは，図 1.1 においては DD から D’D’へのシフトで表される。この場合，スキルプレ
ミアムは ω から ω’’に増大する。しかし，σ<1 ならば，熟練補完的技術進歩がスキルプレミアムを
逆に減少させることになる。 
 
 
図 1.1 スキルプレミアムと相対労働供給 
  
この場合，Ah の増加が熟練労働者の生産性の増大をもたらし，未熟練労働力とその労働効率が変化
しないならば，それに見合った熟練労働者数が技術進歩以前よりも少なくて済み，熟練労働者が過
剰となる。そのためスキルプレミアムが減少するのである。このように，熟練労働者の生産効率 Ah
が上昇するような技術進歩であっても，必ずしもスキル偏向的ではなく，熟練・未熟練労働者間
の代替弾力性の値に依存するのである。 
 また式(1.2)より，熟練労働者の相対供給の変化に対するスキルプレミアムの反応もこの代替弾力
性の値に依存しており，熟練・未熟練労働者間の代替弾力性の計測が重要であることがわかる。 
 そして労働者全体の平均賃金は， 
( ) ( )
( ) ( ) ( )
( )
( ) ( ) ( ) ( ){ }
1
1
1 1
1
1
1 /
/
1 /
/
/
/ 1 / h
l h
L H
l h
l
l h
A L A HLw Hw Lw
L H H L
A A H L
H L
A A H Lw A H L A
H L H L
ρ ρ ρ
ρ ρ ρ ρ
ρ ρ ρ ρ
ρρ ρ
−
−
⎡ ⎤++ ⎣ ⎦= =+ +
⎡ ⎤+⎣ ⎦= +
⎡ ⎤+∂ ⎣ ⎦= −∂ +  
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(表 1.1)。こ
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 このようなフレームワークに基づいて行われた実証分析うち，ICT 技術とスキル需要との関係を分
析したものに Berman et al.(1994)がある。Berman et al. (1994)では，生産関数を誘導して作られたモデ
ルに，ICT 投資比率などを ICT 化の指標として付加した推計式を用いている。そのうえで，アメリカ
の製造業 450 業種のデータを用いて 1980 年代の生産・非生産労働者間の賃金シェア変化についてト
ランスログ費用関数を用いて分析した。その結果，各産業における非生産労働者の賃金シェアの増大
が，ＩＴ投資比率などの技術進歩指標と正の相関関係にあることを示し，1980 年代のアメリカにお
いて，スキル偏向的技術進歩が起こっているとした。また，Machin and Van Reenen (1998)は，同様の
手法に基づき，OECD 諸国のうちの 7 カ国について製造業 60 業種の 1973 年から 1989 年のデータを
用いて分析を行なった。分析結果によれば，分析対象となった全ての国において，熟練比率の上昇
が産業間ではなく産業内の変化の効果によるものであることを明らかにし，貿易要因による賃金格
差拡大の仮説を否定した。また，研究開発集約度の係数がほぼ全ての国で正で有意となった。しか
し，その大きさは熟練・未熟練賃金格差の拡大が大きいアメリカとイギリスで小さく，比較的格差
が安定的である国々で大きくなるという結果になった。 
 
1.2.2 新しい SBTC 仮説 
旧来の SBTC 仮説に基づくモデルは，スキル水準が異なる労働者の賃金格差について，技術進歩
の影響を明示的に捉えようとする点で意義があるものの，そこには次のような問題点が指摘されてい
る。 
まず，技術進歩に基づく高スキル労働者と低スキル労働者の相対需要のシフトについて，その発
生の原因については明確な根拠がないことである。特に 2000 年前後に急速に発展・普及した情報通
信技術と需要シフトの間の関係にはっきりとした根拠を示すことができないことが問題である。 
また，能力とスキル偏向的技術進歩の間に単線的な関係を想定しており，1980 年代後半以降アメ
リカを中心に観察されたような高所得層と低所得層間，あるいは高スキルと低スキル労働者間の格差
拡大傾向は説明できるものの，1990 年代後半以降に観察された，所得階級における中位層の労働需
要が減少するいわゆる「二極化」現象の発生要因について説明できないことである。 
このような問題点を克服するため，新しい SBTC 仮説のモデルが Autor，Levy and 
Murnane(2003)(以下，ALM 仮説）によって提示された。この理論のフレームワークは次のようなも
のである。 
 まず経済全体の生産量に関して，コブ・ダグラス型の生産関数を想定する。 
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( )1R NQ L C Lβ β−= +  
 
ここで， RL は定型的業務を行なう労働者の労働投入量，C は ICT 資本などの技術ストック， NL
は非定型的業務を行なう労働者の労働投入量である。この生産関数は定型的業務を行なう労働者と技
術資本ストックが完全代替であるという仮定がおかれたものである。 
また，個人の生産性に関する能力が異なり，個人 i の非定型的業務，定型的業務に関する生産性の
能力がそれぞれ ,i in r であるとし，個人の定型的業務に対する非定型的業務の相対的な効率性を
/i i in rη = とおく。このとき， *i NRw wη η= = となる個人は双方の業務に就業することに無差
別となり， *iη η< である個人は定型的業務を， *iη η> である個人は非定型的業務を，それぞれ
選択することになる。（ただし ,R Nw w はそれぞれ定型的業務を行なう労働者と非定型的業務を行な
う労働者の賃金である。） 
 また，利潤最大化条件から， 
( ) 11 , ,NR
NR
Q Qw w
L L
β ββ θβθ − −∂ ∂= = − = =∂ ∂  
 
と表すことができる。ここで 
( )
( )
*
*
C g
h
ηθ η
+=  
であり， ( ) ( )* , *g hη η はそれぞれ，労働市場全体の定型的業務投入量，非定型的業務投入量であ
る。 
 また，生産関数の仮定より，労働者の定型的業務の労働投入と，コンピューター資本は完全代替な
ので，コンピューター資本価格を ρとおくと 
Rw ρ=  
が成立するので，外生的に変化するコンピューター資本価格との間に次のような関係が導かれる。 
( )ln /ln 1 1 ln * 1, ,
ln ln ln
N Rw wθ
ρ ρ β
η
ρ β β
∂∂ ∂= − = − =∂ ∂ ∂  
このような定式化からは次のような結論が得られる。まず，コンピューター資本価格の下落によって，
コンピューターによって処理されるものも含めた定型的業務の需要は増大する。しかし同時に，定型
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的業務に対する非定型的業務の相対賃金が上昇するため，労働者が非定型的業務を選択する閾値が下
落し，労働者は自らの労働投入として，定型的業務よりも非定型的業務を選択するようになる。 
このように新しい SBTC 仮説では，労働者が自身で身に着けているスキルではなく、「業務」と
いう観点から情報通信技術との代替関係を仮定している。「業務」のうち，コンピューターでプログ
ラム可能な定型的業務については代替されるとしている。しかし低スキル労働者が行う手作業のよう
な非定型的業務，ならびに高スキル労働者が行う高度な知的作業やコミュニケーション能力を要する
非定型的業務は，コンピューターには代替されない。そのため，高スキル労働者と低スキル労働者の
労働需要が不変または増大するのに対して，中程度のスキルを持つ労働者の労働需要が減少するとい
うことになる。 
この新しい SBTC 仮説では，実際のアメリカにおいて観察された 1990 年代以降の賃金の「二極化」
現象をうまく説明するとともに，これまで暗黙の仮定であったコンピューターとの代替関係を，プロ
グラム可能な「業務」かどうかという形で明確に提示していることから，この仮説に基づいた賃金格
差に関する実証研究がいくつか行われた。 
アメリカについては，Autor et al.(2003)の中で実証分析も行われている。1960 年から 1998 年にわた
るアメリカ全体における業務の投入量を計測し，分析を行った。そして，産業内，職種内，同一学歴
内で，コンピューター化が定形業務量を削減し，非定型的業務量を増加させていることを発見してい
る。 
またヨーロッパ各国においてもいくつかの実証分析が行われた。Goos and Manning (2007)は，イギ
リスにおける職種別の雇用構造についてアメリカと同様な変化が生じていることを示し，低賃金職種
と高賃金職種の増大という労働市場の二極化が起こっているとした。Spitz-Oener (2006)は，西ドイツ
地域の 1979 年から 1999 年の雇用者を調査したデータを用いて ALM の二極化仮説を検証している。
そしてドイツにおいても，非定型的業務が増加し定型的業務が減少するという現象がみられるとして
いる。そしてこの業務量の変化がコンピューター使用に関連していることを明らかにした。
Antonczyk et al. (2010)は，1979 年から 2004 年にかけてのアメリカと西ドイツ地域を比較した賃金分
布の研究を行った。アメリカ，ドイツ共に雇用の二極化は起こっているものの，賃金の二極化はドイ
ツでは起こっていないことを示した。さらに、Goos et al. (2009)は，ヨーロッパ 16 カ国について，職
種を低賃金職種，中賃金職種及び高賃金職種に分けて 1993 年～2006 年の雇用の変化を調べた結果，
低賃金職種と高賃金職の雇用の伸びが大きく，中賃金職種の雇用の低下が大きいことを示し，労働市
場の二極化がほぼどの国にもみられることを確認した。 
  
11 
1.3 日本の労働市場における SBTC 仮説の研究 
日本では， 1980 年代にアメリカやイギリスのように大きな学歴間の賃金格差や全体の賃金分散
の拡大がなかったこともあって，それほど研究は多くないが，いくつかの丹念な実証研究が行われ
ている。これらのいずれも，1980 年代後半以降，わが国では，アメリカと同様に高学歴 (あるいは
非生産) 労働者への需要は増大したものの，学歴間の賃金格差拡大はなかったとする結論を得ている。
このうち櫻井(1999)は，Berman et al.(1994)と同様の手法を用いて分析している。そして労働者を生産
労働者と非生産労働者に分けた分析の中で，両者の賃金格差に拡大傾向は見られなかったが，非生
産労働者のシェアは上昇していること，またコンピューター投資比率が非生産労働者の賃金シェア
変化に大きな影響を与えていること，さらに賃金格差が拡大しなかった要因として，需要シフト要
因が労働供給要因により相殺されたことが明らかになったとしている。 
 一方，ミクロレベルでコンピューター使用が賃金にどのような影響を与えているのかについても
いくつかの研究が分析している。清水・松浦 (2000) は，労働者のパソコンの所有と賃金との同時決
定性に配慮した推計により，パソコン所有が賃金を上昇させているという結果を得ている。しかし，
小原・大竹 (2001) は，転職者に関する転職前と転職後の情報を用いて，コンピューター使用と観察
されない能力との相関を取り除きながらコンピューター使用が賃金へ与える影響について分析し，
統計的に有意な結果が見出されなかったとしている。 
 このほかにも，労働市場の「二極化」についての分析も行われている。阿部 (2001) は， ICT 化
によって従業員の仕事の一部をデジタル化し，企業は労働力を外部化する傾向があること，また，
組織構造の変更によって従業員の仕事の幅が広がり，質も高まるという間接的な影響も観察された
としている。すなわち，ICT 化は情報通信機器には体化できないアナログ・スキルの重要性をより
高めるため，企業は関係特殊的な人的資本の開発をより積極的に行う傾向があるとしている。 
また中馬 (2001) は，総合旅行会社でヒアリング調査を行い，個人客をメインとした店頭営業職
場，法人客をメインとした外販団体営業職場，国内旅行パッケージ商品造成職場および海外旅行パ
ッケージ商品造成職場を詳細に分析した。その結果，低価格志向の旅行者の急増と広範な情報化や
ネットワーク化に基づく業務の細分化・標準化によって，これまで各自に体化されたスキルがより
多くの人に分離されたかたちで保有されるようになる傾向（スキルの unbundling 化) が進行してお
り，それによって，契約社員や派遣社員の比率が高まっていることを指摘した。このようなスキルの
unbundling 化は，店頭職場と海外旅行パッケージ商品造成職場で顕著に見られる一方で，法人団体
営業職場や国内パッケージ商品造成職場では，繰り返しの多いやや単調な作業である「ふだんの作
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業」に加えて，変化や異常への対応といった「ふだんとちがった作業」ができる，「統合的スキ
ル」の必要性が依然として高いことを確認した。 
また，近年では「新しい SBTC 仮説」に沿った実証分析もなされている。 池永 (2009) や Ikenaga 
and Kambayashi (2010) は， ALM の手法を用いて，日本の労働市場の二極化とその要因を分析した。
池永(2009)では， ALM の分類にしたがって，総務省『国勢調査』の職業小分類を「非定型分析」，
「非定型相互」，「定型認識」，「定型手仕事」及び「非定型手仕事」の五つに分類した。そして， 
1980 年～2005 年に就業者ベースで「非定型分析」が大幅な伸びを示し，「非定型手仕事」も増加
する一方，「定型手仕事」は減少したことを見い出している。また，「非定型分析」，「非定型相
互」及び「定型認識」の増大に高学歴化が寄与していることを示している。さらに，業務変化と IT
導入との関係をみると，定型的業務集約度の高い産業ほど IT 資本導入が活発に行われていること
を計量的手法で明らかにし， ALM のモデルと整合的な結果になっている。また，非定型分析は IT
資本を補完し，「定型手仕事」や「定型認識」は代替されている可能性が示唆されたとしている。
さらに Ikenaga and Kambayashi (2010) は，池永 (2009)では 1 職種 1 業務分類であったものをより細
かく 1 つの職種に対して 5 つの業務分類のウェイトからなるひとつのベクトルを対応させることに
し，分析対象期間も 1960 年から 2005 年までの長期的な推移を分析した。主な結果は，第 1 に，長期
にわたって，非定型的業務 (相互作業，身体的作業，分析作業)は，ほぼ安定的に単調増加した反面，
定型的業務 (精神的作業，身体的作業)は，ほぼ安定的に単調減少し，しかも 5 つの業務への投入量
のシェアの変化は緩やかであったこと，第 2 に，日本のこうした長期的推移は， 1990 年に入って
はじめて二極化現象が現れたアメリカと大きく異なっていること，第 3 に，1970 年～2000 年の間の
5 つの業務の賃金評価を求めると，精神的作業への投入量と職種の平均賃金との間には正の相関が
あり，定型的身体作業への投入量については負の相関を見出したこと，などである。 
 
1.4 おわりに 
本章では，賃金格差に関する研究の中でも，技術進歩と労働市場に関する理論をレビューし，これを
ふまえた実証研究をサーベイした。 
 アメリカを中心とした技術進歩と労働市場に関する研究の動向は， 1990 年代に入ってからの実際
の賃金格差の動向の変化を反映して，大きく変わっていった。アメリカでは， 1980 年代においては，
学歴間をはじめとする様々な格差の拡大傾向が見られたが 1990 年代以降は賃金分布の上位での賃金
格差の拡大は続いたものの，賃金分布の下位での格差は縮小に転じた。それに伴って，賃金格差の
研究に関しても，技術進歩とスキルの間に単線的な関係を想定する旧来の SBTC 仮説の理論モデル
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から，「業務」という概念を通じて，コンピューターとの代替関係を明示した新しい SBTC 仮説の
理論モデルが開発された。このフレームワークを用いてアメリカを中心として実証分析が行われ，実
際に観察された「二極化」現象をうまく説明した。 
一方，日本では，賃金格差の拡大が顕著ではなかったこともあって比較的少ないものの，賃金格
差に関する優れた研究が蓄積されてきた。また，非正規化の進展等の形での労働市場の二極化が顕
在化するに伴って，二極化に関する研究も増加している。 
技術進歩が労働市場に与える影響を検討するための研究上の課題は，まず学歴間の代替弾力性の
値が果たしてどのようなものであるかを計測する必要がある点である。これは旧来の SBTC 仮説で
も提示されているとおり，この値が各国で異なっていれば，それが賃金格差の動向の国ごとの異質性
に影響を及ぼす可能性があるからである。また，技術が労働者を代替するとしても，それが単に熟練
労働者か未熟練労働者どうかだけではなく，年齢によって異なる影響を受けている可能性がある。さ
らに日本においては大企業における長期雇用慣行があり，企業内訓練を通じた技能形成が積極的にな
されている。したがって，技術が企業の労働需要に与える影響を分析する上では，企業特殊的熟練な
ど内部労働市場の要因も考慮する必要がある。 
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第 2 章 日本における労働者の学歴間代替弾力性 
 
2.1 はじめに 
 1980 年代から 1990 年代前半にかけて，アメリカ・イギリスをはじめとするアングロサクソン諸
国では，学歴間賃金格差が急速に拡大した。この期間においては，高学歴労働者の供給は先進各国
において総じて増大しているため，学歴間賃金格差拡大をもたらしたものは主に需要側の要因であ
り，技術進歩，なかでも情報通信技術の進歩が高学歴労働者をより多く需要する偏向的技術進歩で
あり，それによって学歴間賃金格差の拡大が引き起こされたとする研究がアメリカを中心に数多く
行なわれてきた(Berman et al. (1994)，Machin and Van Reenen(1998) 等)。しかし 1990 年代後半以降は，
アメリカにおいても学歴間賃金格差の拡大がおさまる傾向にある。それが大学進学率の停滞など
の供給側の要因に基づくものであり，近年の学歴間賃金格差の推移は，技術進歩などの需要シフト
と共に，需要供給双方の要因によって規定されているとの研究も行われている(Card and Lemieux 
(2001)等)。 
 一方，日本においては，2000 年代に入ってからはやや学歴間賃金格差は拡大傾向にあるものの，
1980 年～1990 年代にかけては，アメリカやイギリスにみられたような学歴間賃金格差の急激な拡
大は生じておらず，安定的に推移している。 
図 2.1 は高卒労働者を 1 としたときの日本の大卒労働者の所定内給与の推移を示したものである。
年齢計で見た場合，近年はやや上昇傾向にあるものの，その値は 1.2～1.4 前後で推移しており安定
している。年齢階級別に見た場合でも 45～49 歳では 1980 年代から 1990 年代前半にかけて相対賃金
はむしろ下落している。25～29 歳の若年労働者では，近年やや上昇傾向にあるものの，同じく大卒
相対賃金は安定的に推移していることがわかる。また，図 2.2 は大卒労働者比率を示したものであ
る。45～49 歳の中高年労働者における大卒比率は，0.15 から約 0.4 まで大幅な上昇を示す一方，若年
労働者ではあまり変化がみられない。 
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本章の構成は次のとおりである。第 2 節では学歴間賃金格差や学歴間代替弾力性についての先
行研究について述べる。第 3 節では，分析に用いる 3 段階の CES 生産関数モデルとデータについ
て述べる。第 4 節では，推計結果を示し，さらにそのパラメータの値を先行研究と比較し，日本の
労働市場における特徴を明らかにする。最後に第 5 節では，本章の分析結果を要約し，今後の課題を
述べる。  
 
2.2 先行研究 
 Card and Lemieux (2001)は，2 段階の CES 生産関数モデルを用いて，アメリカ・イギリス・カナダ
の 3 カ国について年齢間代替弾力性と学歴間代替弾力性の同時推計を行っている。それによると，
アメリカ・イギリスについては学歴間代替弾力性の値が 2 から 2.5 と推定されている。しかしカナ
ダについては，学歴間代替弾力性は有意に推定されていない。 
 Goldin and Katz (2007)は，1915 年から 2005 年にわたるアメリカの長期のデータを用いて学歴間代
替弾力性の推計を行っている。その結果，年齢階級計の推計であるが，その値は約 1.64 となってお
り，1960 年代以降のデータを用いた他の研究結果ともほぼ整合的な値となっている。 
Dustmann et al.(2009)は，1975 年～2005 年にかけてのドイツ(旧西ドイツ地域)における学歴間賃金
格差の要因を分析している。その結果，学歴間代替弾力性の値は約 5 であるとの結果を得ている。
また大卒以外のうち，apprenticeship 修了者を Medium-Skill，高卒以下を Low-Skill としてそれらの不
完全代替性を仮定したモデルを推計し，高卒以上と高卒以下の労働者間の代替弾力性の値のほとん
どが Medium -Skill と Low-Skill 間によるもので説明されることを示した。 
その他に学歴間代替弾力性を推計したものとして，アメリカにおいて移民労働者が非移民労働者
の賃金に与える影響に関する分析を行った一連の研究があげられる。Borjas(2003)は，学歴別の労働
供給に移民労働者数を用いた操作変数法による推計を行い，学歴間代替弾力性の推計を行った。そし
て，有意な結果ではないものの，学歴間代替弾力性の値が約 1.3 であるとの結果を得ている。また
Ottaviano and Peri (2008) は，高学歴・低学歴の学歴区分をさらに細分化したモデルを用いて分析を
行い，学歴間代替弾力性の推計を行っている。 
日本においては学歴間代替弾力性を直接的に計測した研究は少ない。野呂・大竹(2006)は，Card 
and Lemieux (2001)と同じ手法を用いて，『賃金構造基本統計調査』の集計データを用いて，年齢間
代替弾力性と学歴間代替弾力性の値の同時推計を行っている。それによれば，年齢間代替弾力性の
値は有意に推定されるものの，学歴間代替弾力性は統計的に有意にはならず，日本においては学歴
間では完全代替であるとの帰無仮説を棄却できないとしている。また，Kawaguchi and Mori (2012)で
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は，『賃金構造基本統計調査』のみでは分析できないパートタイム労働者も分析の対象に含めるため，
『労働力調査特別調査』の個票データを用いて，年齢間代替弾力性と学歴間代替弾力性の推計を行っ
た。そして，学歴間代替弾力性の値は約 4.46 であり，米国のデータを用いて同様の推計を行った結
果(約 5.65)とほぼ同じ値となっている。 
 
2.3 推計モデルとデータ 
以下の分析では，学歴・年齢・勤続年数の 3 段階の CES 生産関数を用いて推計を行う。先行研究
における 2 段階の CES 生産関数を用いた Card and Lemieux (2001) や野呂・大竹(2006)ならびに
Kawaguchi and Mori (2012)の分析は，年齢間と学歴間が不完全代替であると仮定したモデルを用いて
おり，これは勤続年数の異なる労働者が完全代替であるという暗黙の仮定をおいていることになる。
しかし日本の企業のように企業内訓練を重視し，企業特殊的人的資本の蓄積が大きいと考えられる
雇用システムの下では，たとえ同一年齢同一教育水準の労働者であっても，勤続年数が異なれば
代替することが容易ではないことが考えられる。ただし，現実の企業の労働需要の変化が，労働者
の採用や解雇といった雇用調整を通じて実現すると考えれば，年齢や学歴といった属性別の労働力の
調整は可能である一方，例えば勤続年数の長い労働力を外部から採用することは不可能である。しか
し，労働者の勤続年数の蓄積は，正規労働者の解雇の抑制の結果であり，勤続年数の多寡による代替
の程度が労働需要に与える影響も考慮する必要がある。 
そこで本章では，Borjas et al.(2008)による移民労働力とネイティブ労働力間の代替弾力性の推計
に用いたモデルを，高学歴労働力と低学歴労働力間の代替弾力性推計にあてはめて，勤続年数間も
不完全代替であると仮定した推計モデルを用いて学歴間代替弾力性のパラメータ推計を行うことに
する。 
まず，労働投入量は，各年齢階級ごとの労働力の合計として計算される 
( )
1
t jt jt
j
L L
γγθ⎡ ⎤= ⎢ ⎥⎣ ⎦∑  
(j:年齢階級のインデックス t:年を表すインデックス) 
ただし，θは労働の効率性を表すパラメータである。 
 さらに，各年齢階級の労働力は，同一年齢階級内の各勤続年数階級の労働力の合計として計算され
る。 
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( )
1
jt kjt kjt
k
L L
ηηβ⎡ ⎤= ⎢ ⎥⎣ ⎦∑  
     (k:勤続年数のインデックス) 
 ただし，βは労働の効率性を表すパラメータである。 
 同一年齢階級・同一勤続年数階級の労働力は，学歴別の労働力の合計として計算される。 
 
( )
1
kjt ekjt ekjt
e
L L
ρρα⎡ ⎤= ⎢ ⎥⎣ ⎦∑  
(e:学歴のインデックス) 
ただし，αは労働の効率性を表すパラメータである。 
ここで，賃金が限界生産物価値と等しいと仮定すると 
 
11
Ckjt t jt jt kjt kjt Ckjt Ckjtw L L L L
ηγ γ η ρ ρθ β α− −− −= ⋅ ⋅ ⋅  
11
Hkjt t jt jt kjt kjt Hkjt Hkjtw L L L L
ηγ γ η ρ ρθ β α− −− −= ⋅ ⋅ ⋅  
(C:高学歴労働者 H:低学歴労働者 wi :賃金) 
 
となる。そのため， 
( )Ckjt Ckjtkjt
Hkjt Hkjt
log 1 log
w L
w L
φ ρ ⎛ ⎞= + − ⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠
       (2.1) 
 
と表すことができる。また，学歴間代替弾力性の値を Eσ とすると， 
11
E
ρ σ− = −  
である。1 
ここで(2.1)式の右辺第 1 項 kjtφ は，年齢・勤続年数階級・年に関する効果を表すが，サンプルサイ
ズの制約からこれを，勤続年数による効果，年齢効果，労働者の生年に基づく世代効果とタイムト
レンドの和に近似し，以下のようなモデルを推計する。 
 
                                                        
1 本章での分析モデルでは,現実に行われている労働者の区分の順序も考慮して，同一学歴，同一勤続年数，同一年齢の順
でネストされるモデルを採用しているが，この順序以外でも頑健な結果が得られるかどうかについては検討が必要であろう。 
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Ckjt Ckjt
k j k-j
Hkjt Hkjt
1log log
E
w L
trend A B D
w Lσ
⎛ ⎞= + + + − ⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠
      (2.2) 
  
 分析で用いたデータは，厚生労働省『賃金構造基本統計調査』の 1982 年から 2007 年の産業計・
男子・一般労働者の 5 年おきのデータである。賃金として月間の所定内給与を用いた。また，大
卒・高卒労働者をそれぞれ高学歴・低学歴労働者とした。年齢階級は 25 歳〜60 歳未満の 5 歳区分，
勤続年数階級は，0 年～29 年の 5 年区分及び 30 年以上の区分を用いた。表 2.1 に記述統計量を示す。 
 
表 2.1 記述統計量 
 
平均 分散 最大値 最小値 
サンプルサイ
ズ 
対数相対賃金 0.3581 0.1240 0.6128 0.0280 204 
対数相対労働供給 -0.7473 0.7486 1.1569 -1.9369 204 
 
 
 
2.4 推計結果 
 表 2.2 の①は，勤続年数効果を含めない推計，②は世代効果を含めない推計で，③は世代効果を
含めたものである。 ④は年効果に基づく相対需要シフトが線形のトレンドを示すとの仮定をした
モデルである。 
 いずれの推計においても，年齢ダミーが有意に正値となっており，年齢の上昇に伴って学歴間の
賃金格差が拡大していることを示している。また，勤続年数ダミーを含めた推計②～④においては
勤続年数効果が有意で負の値をとっており，①の推計におけるものよりも決定係数が高くなってい
る。これは，相対賃金抑制効果の一部が勤続年数によって説明できることを意味する。しかし，①
の推計においても，相対労働供給の係数は-0.0354 であり，ここから計算される学歴間代替弾力性の
値は約 28.2 と非常に大きい。また，技術進歩等の外生的要因による相対需要のシフトを表す年効果
については，タイムトレンドを用いた場合には有意になったものの，その係数は非常に小さい。ま
た，年ダミーを用いた場合には有意に推定されていない年もあり，必ずしも一貫したトレンドとは
なっていないが，2002 年，2007 年は正値で有意になっている。これらは，2000 年以降需要シフト
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が拡大していることを示しており，学歴別の労働力に対しては安定需要仮説が成立していないこと
を示している。 
①～④の推計ではいずれも学歴間代替弾力性は正で有意に推計されている。しかしその値は約 28
と非常に大きな値を示しており，日本においては学歴間の代替性が非常に高いことを示唆している。 
次に，このような高い値を示す学歴間代替弾力性が企業規模によって違いがあるかを見てみる。表
2.3 は従業員規模別に推計を行ったものである。これによると従業員数 1000 人以上の大企業では，相
対労働供給の係数は-0.0283 であり，これから学歴間代替弾力性の値を計算すると約 35 となる。一方
で従業員数 100～999 人の中規模企業では相対労働供給の係数は-0.0656 であり，学歴間代替弾力性を
計算すると約 15 となる。10～99 人の小企業では，学歴間代替弾力性の値は約 21 と中規模企業より
大きくなるものの，やはり大企業より小さい値となっている。 
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表 2.2 推計結果(企業規模計) 
 
  
係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
対数相対労働供給 -0.0354 5.10 *** -0.0351 7.07 *** -0.0363 7.72 *** -0.0354 7.25 ***
年効果 トレンド 0.0020 2.16 **
(1982年) 1987 0.0141 0.84 0.0159 1.36 0.0133 1.17
1992 0.0010 0.06 0.0033 0.29 -0.0044 0.33
1997 0.0085 0.52 0.0134 1.19 0.0045 0.28
2002 0.0492 2.95 *** 0.0528 4.55 *** 0.0412 2.07 **
2007 0.0685 4.01 *** 0.0707 5.95 *** 0.0512 2.24 **
年齢効果 30-34歳 0.0748 4.92 *** 0.0832 7.43 *** 0.0919 8.14 *** 0.0943 8.08 ***
(25-29歳) 35-39 0.1450 9.32 *** 0.1630 13.30 *** 0.1776 12.49 *** 0.1817 12.37 ***
40-44 0.2069 12.81 *** 0.2366 17.89 *** 0.2548 14.35 *** 0.2582 14.10 ***
45-49 0.2311 13.58 *** 0.2774 19.48 *** 0.2991 13.84 *** 0.3013 13.53 ***
50-54 0.2325 12.58 *** 0.3304 21.78 *** 0.3503 13.77 *** 0.3521 13.44 ***
55-59 0.2489 11.88 *** 0.3498 21.28 *** 0.3669 13.20 *** 0.3682 12.84 ***
*** 0.00 ***
勤続効果 5-9年 -0.0174 1.89 * -0.0173 2.02 ** -0.0175 1.97 *
(1-4年) 10-14 -0.0247 2.31 ** -0.0244 2.46 ** -0.0239 2.32 **
15-19 -0.0432 3.60 *** -0.0425 3.81 *** -0.0420 3.63 ***
20-24 -0.0605 4.49 *** -0.0588 4.69 *** -0.0596 4.58 ***
25-29 -0.0969 6.33 *** -0.0938 6.58 *** -0.0950 6.43 ***
30- -0.2265 14.25 *** -0.2195 14.78 *** -0.2194 14.23 ***
世代効果 1928-1932年 0.0119 0.26 0.0129 0.27
(1922-1927) 1933-1937 -0.0126 0.33 -0.0201 0.50
1938-1942 -0.0417 1.21 -0.0544 1.55
1943-1947 -0.0652 2.12 ** -0.0770 2.46 **
1948-1952 -0.0529 1.95 * -0.0632 2.29 **
1953-1957 -0.0445 1.80 * -0.0549 2.19 **
1958-1962 -0.0239 1.04 -0.0365 1.58
1963-1967 -0.0020 0.09 -0.0180 0.83
1968-1972 -0.0206 0.95 -0.0318 1.48
1973-1977 -0.0256 1.12 -0.0266 1.15
定数項 0.0887 5.67 *** 0.0935 8.10 *** 0.1212 5.12 *** 0.1174 4.58 ***
サンプルサイズ
自由度修正済決定係数
学歴間代替弾力性
① ② ③ ④
204 204204204
28.3 28.3 27.5 28.3
0.73 0.87 0.89 0.88
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表 2.3 推計結果(企業規模別) 
 
注 1）***は１％水準 **は５％水準でそれぞれ統計的に有意であることを示している。 
注 2)各推計においては，高卒労働者数と大卒労働者数の合計をウエイトとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
係数 t値 係数 t値 係数 t値
対数相対労働供給 -0.0283 7.85 *** -0.0656 11.09 *** -0.0485 6.51 ***
(1982年) 1987 0.0176 1.41 0.0346 2.53 ** 0.0008 0.07
1992 0.0191 1.56 0.0203 1.54 -0.0322 2.85 ***
1997 0.0381 3.11 *** 0.0340 2.61 ** -0.0290 2.60 **
2002 0.0537 4.28 *** 0.0887 6.64 *** -0.0080 0.71
2007 0.0786 6.20 *** 0.0819 6.00 *** 0.0308 2.60 **
年齢効果 30-34歳 0.0940 7.25 *** 0.0763 6.03 *** 0.0832 7.60 ***
(25-29歳) 35-39 0.1657 11.03 *** 0.1794 12.94 *** 0.1551 13.59 ***
40-44 0.2533 15.46 *** 0.2639 17.66 *** 0.2273 18.81 ***
45-49 0.3093 17.56 *** 0.3147 19.51 *** 0.2558 19.84 ***
50-54 0.3823 20.44 *** 0.3774 21.93 *** 0.2831 20.40 ***
55-59 0.3856 18.87 *** 0.3989 21.49 *** 0.3209 21.35 ***
勤続効果 5-9年 0.0018 0.15 -0.0589 5.64 *** -0.0289 3.52 ***
(1-4年) 10-14 -0.0147 1.03 -0.0983 8.07 *** -0.0568 5.78 ***
15-19 -0.0400 2.54 ** -0.1529 11.19 *** -0.0841 7.17 ***
20-24 -0.0807 4.71 *** -0.1990 12.85 *** -0.0766 5.50 ***
25-29 -0.1408 7.46 *** -0.2473 13.95 *** -0.0993 5.72 ***
30- -0.2819 13.56 *** -0.3758 20.16 *** -0.1670 8.71 ***
定数項 0.1282 9.67 *** 0.1014 7.70 *** 0.0356 2.71 ***
サンプルサイズ
自由度修正済決定係数
1000人以上 100～999人 10～99人
204 204 204
学歴間代替弾力性 35.3 15.2 20.6
0.82 0.88 0.86
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表 2.4 推計結果(産業別） 
 
 
  注 1） ***は１％水準 **は５％水準でそれぞれ統計的に有意であることを示している。 
  注 2)  各推計においては，高卒労働者数と大卒労働者数の合計をウエイトとしている。 
 
係数 t値 係数 t値 係数 t値
対数相対労働供給 -0.0360 5.16 *** -0.0112 2.90 *** -0.0352 4.97 ***
(1982年) 1987 0.0244 0.97 0.0050 0.52 -0.0086 0.62
1992 0.0197 0.78 0.0071 0.76 -0.0010 0.07
1997 0.0662 2.51 ** 0.0091 0.98 -0.0036 0.26
2002 0.0765 2.63 *** 0.0225 2.37 ** 0.0606 4.17 ***
年齢効果 30-34歳 0.0388 1.30 0.0462 4.47 *** 0.0240 1.69 *
(25-29歳) 35-39 0.1060 2.99 *** 0.0890 7.90 *** 0.0660 4.07 ***
40-44 0.1617 4.13 *** 0.1413 11.83 *** 0.1034 5.75 ***
45-49 0.1808 4.30 *** 0.1930 15.16 *** 0.1356 6.82 ***
50-54 0.2337 5.43 *** 0.2494 18.25 *** 0.1926 8.65 ***
55-59 0.2095 4.54 *** 0.2678 17.43 *** 0.2275 8.80 ***
勤続効果 5-9年 0.0611 2.22 ** 0.0035 0.40 -0.0049 0.40
(1-4年) 10-14 0.0559 1.68 * 0.0127 1.26 0.0065 0.44
15-19 0.0179 0.49 0.0271 2.41 ** -0.0017 0.10
20-24 -0.0186 0.48 0.0290 2.37 ** 0.0031 0.16
25-29 -0.0512 1.22 0.0142 1.03 -0.0426 1.90 *
30- -0.2006 4.50 *** -0.0675 4.53 *** -0.1399 5.56 ***
定数項 0.0467 1.69 * 0.1133 10.79 *** 0.0872 6.39 ***
サンプルサイズ
自由度修正済決定係数 0.41 0.86 0.66
金融・保険業 製造業 卸売業
170 170 170
学歴間代替弾力性 27.8 89.6 28.4
係数 t値 係数 t値
対数相対労働供給 -0.0098 1.43 -0.0578 6.96 ***
(1982年) 1987 0.0125 0.90 0.0145 0.83
1992 -0.0030 0.22 -0.0282 1.67 *
1997 -0.0072 0.56 -0.0105 0.63
2002 0.0183 1.37 0.0203 1.20
年齢効果 30-34歳 0.0542 3.66 *** 0.1342 8.44 ***
(25-29歳) 35-39 0.0943 5.81 *** 0.2592 14.90 ***
40-44 0.1551 8.93 *** 0.3525 18.41 ***
45-49 0.1875 9.89 *** 0.4040 19.36 ***
50-54 0.2739 13.36 *** 0.4484 19.89 ***
55-59 0.2982 13.37 *** 0.4404 18.36 ***
勤続効果 5-9年 0.0488 4.18 *** -0.0949 7.27 ***
(1-4年) 10-14 0.0605 4.42 *** -0.1513 9.62 ***
15-19 0.0477 2.99 *** -0.2180 11.72 ***
20-24 0.0588 3.23 *** -0.2423 11.40 ***
25-29 0.0366 1.73 * -0.2964 11.81 ***
30- -0.0667 2.98 *** -0.3990 14.19 ***
定数項 0.0048 0.34 0.2000 12.15 ***
サンプルサイズ
自由度修正済決定係数
学歴間代替弾力性 102.0 17.3
建設業 サービス業
170 170
0.78 0.87
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さらに，産業別の推計を行った結果が表 2.4 である。これによると各産業とも代替弾力性の値は
大きいが，そのなかで製造業の値がきわめて大きく，さらに建設業については統計的に有意に推計
されていない。一方で，金融保険業，サービス業，卸売業などのサービス型産業では比較的値が小
さくなっていることがわかった。 
今回得られた推計値を先行研究と比較したものが表 2.5 である。各国のうちアメリカに関する推
計については値にばらつきがあるものの，最大でも 2.5 程度である。その一方で， Dustmann et al. 
(2009)の旧西ドイツ地域についての推計では，値が 5 となっており，アメリカ・イギリスなどと比
較してやや大きい。また，日本について推計した野呂・大竹(2006)では，学歴間代替弾力性について
は有意に推定されておらず，符号についても理論とは逆の負値となっており学歴間代替弾力性が
無限大であるとの帰無仮説を棄却できていない。一方で，Kawaguchi and Mori(2012)では，同時に推
計を行った米国の学歴間代替弾力性の値とほぼ同じく約 4.46 という結果になっている。今回の本章
ての推計では，学歴間代替弾力性は理論どおり正値で有意となってはいるものの，その値は約 28
となっている。この値は先行研究で推定されたアメリカでの値に比べて著しく大きくなっており，
日本では他の先進各国と比較して高卒労働者の大卒労働者に対する代替性が非常に大きいことが
わかる。これは日本においては企業内訓練の密度が高く，高卒労働者と大卒労働者が同様の熟練度に
達していることが要因の１つであると考えられる。その一方で，同じ日本における分析結果でも
Kawaguchi and Mori(2012)では学歴間代替弾力性の値が比較的小さく推計され，米国とほぼ同じ値と
なっている。これは，本章での分析と異なり，分析の対象にパートタイム労働者を含めており，高卒
労働者の中に企業内訓練密度の低い労働者が含まれているためであると考えらえる。 
 
表 2.5 先行研究の学歴間代替弾力性推計値 
 アメリカ イギリス ドイツ 
（旧西独地域） 
日本 期間 
Katz and Murphy (1992) 1.41   1963-1987 
Card and Lemieux (2001) 2～2.5 2～2.5   1970-1997 
Borjas (2003) 1.3   1960-2000 
Goldin and Katz (2007) 1.64   1915-2005 
Ottabiano (2008) 2.5   1960-2006 
Dustmann他(2009)  5  1975-2004 
野呂・大竹(2006)   ∞ 1976-2001 
Kawaguchi and Mori(2012) 5.65  4.46 1986-2008 
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2.5 おわりに 
 本章の分析では，日本における学歴間賃金格差の変動を決定する要因として学歴間代替弾力性の
値に注目し，年齢・勤続年数を考慮したモデルを用いて分析を行った。分析の結果，学歴間代替弾
力性の値は理論と整合的な符号で有意に推定されたものの，その値は他の先進諸国よりも顕著に大
きく，日本においては大卒-高卒間の労働者の代替性がきわめて高いことが判明した。また，企業規
模別にみた場合，大企業で学歴間代替弾力性の値が大きいが，中規模企業では小さくなっているこ
とがわかった。さらに産業別に見た場合には，製造業などの従来型産業で大きく，金融・サービス
業など新しい産業では比較的小さくなっていることもわかった。このように，日本国内においても，
企業属性や産業属性の違いによって，学歴間代替弾力性が異なることがわかった。 
Goldin and Katz (2007)の研究では，アメリカにおいて学歴間代替弾力性の値は長期にわたって安定
していることを示している。国や産業，企業属性ごとには値が違っているが，それらは長期的に見て
も変化しないということであれば，そのような違いは国・産業・企業属性毎の生産構造の差異に基
づくものであることが考えられる。たとえば，日本のように長期的な雇用関係が成り立っているよ
うな国の場合や，製造業のような生産現場の労働者の熟練が必要とされるような産業の場合，そこで
はより密度の高い企業内訓練が行われる。このような企業内訓練が高学歴労働者のみならず低学歴労
働者にも長い期間にわたって行われると，学歴間の熟練度の差が小さくなり，ひいては学歴間代替弾
力性の値が大きくなることが考えられる。 
 学歴間の相対需要曲線の傾きは，相対労働供給の増大に伴う相対賃金の「押し下げ効果」を意味
している。この傾きが小さいほど高学歴労働者の相対供給増加による，相対賃金下落の効果が小さい
ということになるのである。本章の推計結果は日本においてはこの効果が小さいという結果を示し
ている。つまり日本においては高学歴労働者の相対供給増加が相対賃金を引き下げる効果が弱いので
ある。にも拘わらず，実際には日本において学歴間賃金格差の大幅な増加がみられなかったという
ことは，日本においては高学歴労働者に対する相対需要シフトが起こらなかったか，非常に小さか
った可能性もあることを意味している。本章においては需要シフトに関する分析をおこなってい
ないが，このことを確認するには国際比較などを通じた詳細な分析が必要であろう。 
 ただし，本章の分析結果のさらなる妥当性を確認する上では，残された課題もある。まず，共通の
定式化や，整合性のあるデータを用いた分析で国際比較をおこなうことである。本章での分析結果は，
内部労働市場が発達した日本では企業内訓練の密度が高く，それが学歴間代替弾力性の値の大きさを
高めていることを示唆している。この結果が妥当なものであるかどうかを検証するために内部労働市
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場が発達していない国も含めた比較分析が望まれる。さらに本章の分析で確認されたような，産業
別にみた学歴間代替性の相違が，日本以外の国でも観察されるのがどうかを検証することも必要で
あろう。 
 さらに，学歴間代替弾力性の値が日本においても米国と同様に長期間にわたって安定していたの
かどうかを検証することも必要であろう。日本においてもこの値が変化していなかったかどうか，
あるいは変化が起こっているとすればその時期や変動の大きさについて検証する必要があろう。 
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第 3 章 学歴・年齢別労働需要と技術進歩 
 
3.1 はじめに 
 1980 年代から 1990 年代にかけて，アメリカ・イギリスをはじめとするアングロサクソン諸国では
学歴間賃金格差が急速に拡大した。これが，スキル偏向的技術進歩によって引き起こされたとする研
究がアメリカを中心に数多く行なわれてきた。スキル偏向的技術進歩によって，熟練労働者への需要
が非熟練労働者への需要と比べて増大し，また，熟練・未熟練労働者の相対供給が一定ならば，熟練
労働者の未熟練労働者に対する相対賃金は上昇する。 
 一方で，日本においては，同時期の学歴間賃金格差は縮小傾向にあり，アメリカやイギリスなど賃
金格差が拡大した国々とは対照的な推移を示している。しかし，総賃金でみた場合では日本において
も熟練労働者(高学歴，あるいは非生産労働者)のシェアは増大しており，熟練労働に対する需要増大
は日本においても起こっていると考えられる。 
スキル偏向的技術進歩の実証研究の多くは，労働力を熟練と未熟練の二つにわけてそれぞれの労働
力への需要に対する技術進歩の影響を分析している。しかし，熟練労働者と未熟練労働者間の賃金格
差を年齢階層別に見た場合には，その推移は同一ではない。図 3.1 には日本の製造業労働者における，
高学歴（大卒）・低学歴（高卒）間の賃金格差の推移を示している。 
 これを見ると，年齢階層で賃金格差の推移は大きく異なっており，40 歳以上の高年齢層では，学
歴間賃金格差は縮小傾向にあるのに対して，40 歳未満の低年齢層ではほぼ安定的に推移しているこ
とが分かる。 
 また，学歴別の労働力のシェアも年齢階層で異なった変化を示している。図 3.2 は，日本の製造業
の総賃金シェアと労働者数シェアの推移を学歴・年齢別に示したものである。これを見ると，低年齢
層における低学歴のシェアは 10%程度減少しているのに対して，高年齢層の低学歴のシェアは比較
的安定的な推移を示すなど，労働力のシェアで見ても年齢間で異なった推移をしていることがわかる。 
 このように，学歴別の労働需要の変化は年齢階層ごとに異なっていることが考えられる。そのため，
技術進歩などの影響による労働需要の変化を正確に分析するためには学歴・年齢階層別のより詳細な
分析が必要となってくる。本章では，先行研究で十分にはなされてこなかった学歴別・年齢階層別の
労働需要の分析を試みることとする。  
 本章では Berman et al.(1994)，櫻井 (2004) 等で用いられたトランスログ費用関数を使ったアプロ
ーチで，労働者を学歴別・年齢階層別に区分をして分析を行なう。それにより日本の学歴，年齢階層
別の労働需要が，資本や技術進歩の変化に対してどのように影響を受けているかを計測することが本
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章の目的である。さらに同時にこれらの学歴・年齢階層で区分された労働者グループ間の偏代替弾力
性の計測も行なった。 
 
図 3.1 学歴間賃金格差の推移(製造業・男女計) 
注：低年齢は 40 歳未満，高年齢は 40 歳以上の労働者を示す 
データ出所:『賃金構造基本統計調査』厚生労働省各年版 
 
 
 
図 3.2 年齢・学歴別シェア変化(製造業・男女計) 
データ出所:『賃金構造基本統計調査』厚生労働省各年版 
 
 
 
3.2 先行研究 
スキル偏向的技術進歩の実証分析は，アメリカをはじめ 1990 年代以降盛んに行なわれてきた。 
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 Berman et al.(1994) はアメリカの製造業 450 業種のデータを用いて 1980 年代の生産・非生産労働
者のシェア変化を分析した。まず，非生産労働者の比率増大を，個別産業内で発生したもの(within 
効果)と産業間で発生したもの(between 効果)のどちらが大きいかを計測するため，次のような式を用
いて 2 つの効果の分解を行った。 
 
i i
i
n i n
i
n iS PP P SΔ = Δ + Δ∑ ∑               (3.1) 
ただし，i,は産業，n は非生産労働者，Pni は産業 i における非生産労働者の総賃金シェア,Si は製造
業全体での産業 i の総賃金シェアを示す。 
 (3.1) 式の右辺第 1 項が，between 効果を表し，第 2 項が within 効果を表している。そして 1959 年から
1987 年にかけては，アメリカの製造業において within 効果が between 効果を上回っており，非生産労働
者比率の上昇が主に産業内で発生していることを明らかにした。さらに Berman et al. (1994)は，トランスログ
費用関数を用いて，次のような定式化に基づいて分析した。 
( ) ( )0 1 2log logj j jn n p j j jdS d W W d K Yβ β β ε= + + +  
ただし，dSnj は非生産労働者の賃金シェア変化を，Wnj は非生産労働者の賃金を，Wpj は生産労働
者の賃金を，K は資本ストック，Y は生産量を表す。 
彼らは，この式に，研究開発集約度(研究開発投資額/産出額)や，コンピューター投資比率(コンピュ
ーター関連投資額/投資総額)などの技術進歩指標を加えて分析を行った。そして，各産業における非
生産労働者のシェア増大が，これらの技術進歩指標と正の相関関係にあることを示し，1980 年代の
アメリカにおいて，スキル偏向的技術進歩が起こっている事を示した。 
 Machin and Van Reenen (1998)は OECD 諸国のうちの 7 カ国について製造業 60 業種の 1973 年から
1989 年のデータを用いて，Berman et al. (1994) の手法を用いて分析を行なった。その結果，分析し
た全ての国において，非生産労働者比率の上昇が within 効果によるものであることを明らかにした。
また，研究開発集約度の係数がほぼ全ての国で正で有意となった。しかし，その大きさは熟練・未
熟練賃金格差の拡大が大きいアメリカとイギリスで小さく，比較的格差が安定的である国々で大き
くなるという結果になった。また，資本集約度の変化の係数については，日本以外の国で正となり，
日本以外では Capital-Skill 補完仮説が成立している可能性を示した。 
 櫻井(1999)は，日本の 80 年代のデータを用いて Berman et al. (1994) の定式化にならい分析を行っ
た。櫻井 (1999) は日本の製造業 39 業種間のクロスセクション分析を生産・非生産労働者について
行った。そして日本においても，1981 年から 1990 年にかけての非生産労働者比率の上昇は，within
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効果が支配的であることを示した。さらにトランスログ費用関数を用いた分析で，コンピュータ
ー投資比率の高い業種ほど非生産労働者の賃金シェアを増大させているとの結果を示した。そし
て技術進歩が熟練労働に対するバイアスをもっている可能性があると結論付けている。また Allen
の偏代替弾力性も計算し，1990 年の製造業計・年齢計の生産労働者と非生産労働者間の偏代替弾力
性の値が，0.271～0.428 であることを示した。 
 森脇 (2000) もまた，Berman et al. (1994)と同じ手法で 1990 年代の日本のデータを用いて，労働者
を大卒・非大卒に分けて分析を行なった。その結果，大卒労働者のシェア上昇についても，within 
効果の寄与が between 効果を大きく上回っていることを明らかにした。またトランスログ費用関数
を用いた分析も行い，それまでの研究と同様に研究開発集約度の係数は有意にプラスの値を示し，
スキル偏向的技術進歩と整合的な結果を示した。しかし，資本集約度の係数は有意に負となり，
Capital-Skill 補完仮説が成立しないとの結論を出した。 
 櫻井(2004)も， Berman et al. (1994) にならい，1985 年から 2000 年の日本の大卒労働者のシェア変
化についてトランスログ費用関数を使って分析を行なった。その結果，先行研究と同じく，研究開
発集約度が大卒労働者のシェアにプラスの影響を与えているとの結果を示した。さらに，コンピュ
ーター投資比率を用いた分析も行い，この指標も大卒労働者シェアにプラスの影響を与えているこ
とを示した。ただし，資本集約度の係数はプラスで計測され，資本とスキルが補完的であることを
示し，森脇(2000) とは整合的でない結果を得ている。 
 これらの先行研究では共通して，研究開発集約度や，コンピューター投資比率などの指標によっ
て表されている技術進歩が，熟練労働力への需要を増大させることを明らかにしている。しかしこ
れらの研究は，労働者を生産・非生産労働者，あるいは高学歴・低学歴の 2 つに分割して，熟練労働
者への需要増大と，技術進歩の関係を分析したものである。つまり暗黙のうちに労働者が年齢間で
は完全に代替的であることを仮定している。しかし，小原・大竹(2001)はマイクロデータを用いた
分析により，コンピューター使用が賃金に正の影響を与えるのは，35 歳未満，大卒，男性，正社員
に限定され，その他のグループでは賃金に対する影響が見られないとの結果を得ている。つまり，
技術進歩は，年齢階層によって異なる影響を与えていることを示している。この結果は，技術進歩
が労働需要へ与える影響を分析する場合には年齢の要因を考慮することが重要であることを示 し
ているといえよう。 
 日本の学歴・年齢階層別の労働需要に関する分析を行った研究には玄田 (1994) がある。玄田
(1994)は，1978 年から 1990 年にかけての労働需要のシフトを計測した。その結果，20 歳代大卒者，
40 歳代大卒者，20 歳代高卒者，40 歳代高卒者の順で需要が好転していることを示した。そしてこ
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の期間では，高学歴，若年層の労働需要が増大したと結論づけた。さらに，労働者の給与を，同一
企業での勤続年数によって決定される「勤続給」部分と，企業内勤続年数とは関係ない「勤続外給
与」部分に分割して，それぞれの変化を計測し，「勤続外給与」の変化が労働需要の変化の影響を
受けているとした。 
 さらに本章の分析では，学歴・年齢階層で区分された労働者のグループ間の Allen の偏代替弾力
性の計測も行なう。以下，こうしたアプローチをとる先行研究を概観する。 
 まず，学歴間については，労働者を高学歴・低学歴に区分して，学歴間の偏代替弾力性と，各区分
の労働者と資本間の偏代替弾力性を計測した研究として駿河・橋本 (1996) がある。駿河・橋本
(1996)は，トランスログ費用関数を用いて分析を行い，Capital-Skill 補完仮説を検証した。その結果，
教育水準の低い労働力と比べ，教育水準の高い労働力は資本とより補完的である，という命題が
成立していることを示した。また，教育水準の高い労働力と資本の補完性が，年代が新しくなるほ
ど弱まってきているとの結果を示した。  
 また，日本の労働者の年齢間の補完の部分弾力性の計測を行なった研究には三谷 (2001) がある。
三谷(2001)はトランスログ型生産関数を用いて，若年・壮年・高齢労働者間の補完の部分弾力性の計
測を行なった。その結果，高齢男性労働者と，その他の労働者の補完の部分弾力性が負となり，高
齢労働者数の増加が他の労働者の賃金低下につながることを示した。 
 さらに，労働者を学歴・年齢階層に区分して，各グループ間の代替弾力性を計測した研究には，
Card and Lemieux (2001)がある。Card and Lemieux (2001) は，労働者を学歴別のグループに分け，以
下のモデルを使った分析を行った。 
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α β⎡ ⎤ ⎡ ⎤= =⎢ ⎥ ⎢ ⎥⎣ ⎦ ⎣ ⎦∑ ∑  
 ただし Ht，Ct はそれぞれ時点 t における高卒労働者，大卒労働者の労働投入，j は生年を表すイン
デックス，α， βは労働効率性を表すパラメータである。 
そして生産関数をさらに CES 型で表した。 
( )1/ht t t ct ty H C ρρ ρθ θ= +  
ただし， ,ht ctθ θ は技術効率性を表すパラメーターである。ここで，単純化のためにηが学歴間で
同一とすると，年齢間の代替弾力性は， ( )1 1Aσ η= − 学歴間の代替弾力性は ( )1 1Eσ ρ= − とな
る。 
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 表 3.1 に示された結果を見てみると，まず，各労働者区分の各年代において，常に within 効果が
between 効果を大きく上回っていることがわかる。これは，製造業における各年齢区分の労働者の
高学歴化が産業構造変化に伴うものではなく，2産業内で起こっていることを示している。次に，
within 効果を学歴別に見ると，高学歴労働者では高年齢と低年齢で共にプラスに，低学歴労働者で
は団塊の世代の影響と考えられる 88 年から 93 年の高年齢を除いてマイナスとなっている。また，
between 効果を見てみると，低年齢労働者で寄与率が比較的大きくなっている。特に低学歴低年齢
労働者では，within 効果がマイナスであるのに対して，between 効果はプラスとなっており，その
値も高学歴労働者とほぼ同じ水準である。また，低学歴高年齢労働者をみると，between 効果が各
年代においてマイナスとなっており，その値は比較的大きなものであることがわかる。このように，
同じ低学歴労働者でも若年層とは対照的な結果となった。ここで，between 効果は産業構造の変化
に伴うものと解釈されることから，特に低学歴高年齢層に対する需要が国際貿易の要因などの構造
変化によってマイナスの影響を受けていることが考えられる 
 
3.4 トランスログ費用関数を用いた分析 
 先行研究においては，技術進歩が熟練・未熟練労働力の需要に与える影響の分析や，学歴間および
年齢間の代替弾力性の推計などが行なわれてきた。本節では，学歴・年齢を区分して，技術進歩が
労働需要にあたえる影響をさらに詳細に分析するため，トランスログ費用関数を用いたアプローチ
で分析を行う。 
 
3.4.1 推計モデル 
 まず，次のような費用関数を想定する。 
( )log log , log , logC Y K w  
ただし，Yは付加価値額，Kは資本ストック，wは可変要素の価格ベクトルを表している。 
 これを logm=0(ただし，m は費用関数の要素ベクトル)近傍で 2 次の項までテーラー展開して近似
し，微分の対称性を仮定すると次式のようなトランスログ費用関数が得られる。 
                                                        
2 ただし，同一産業内でも国際化の影響が異なっている場合，国際化の影響は必ずしも between 効果としてのみ現れる訳では
ないことに注意する必要がある。 
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また，シェパードの補題より， 
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(xi:グループ i の要素需要量 Si:グループ i の可変費用総額に占める割合) 
ここで 
 
(3.2)を logwi で偏微分すると， 
log log log log
log i ii i ij i Yj
K
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CS w Y K
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β γ γ γ∂= = + + +∂ ∑      (3.3) 
 
(3.3) の両辺の変化分をとると， 
log log logi ij j K
j
Yi iS w Y Kγ γ γΔ = Δ + Δ + Δ∑        (3.4) 
コストシェアの合計は常に 1 なので， 0
j
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さらに，規模に関して収穫一定を仮定すると，オイラーの定理より 
C CK Y C
K Y
∂ ∂⋅ + ⋅ =∂ ∂  
となるので 
 
これらから，賃金シェア変化に関する以下の方程式が導かれる。 
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また，Allen の偏代替弾力性は，(3.5)式で推計された係数より， 
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として計算される。 
 
3.4.2 使用データ 
 以下の分析では労働者を学歴・年齢階級別に区分し，各グループの労働者の賃金シェア変化を被
説明変数にして(3.5)式を用いて製造業中分類 19 業種の産業間クロスセクション分析を行う。推計に
γ Ki + γ Yi = ∂
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用いた業種は表 3.2 に掲載した。賃金・労働者数に関しては，厚生労働省『賃金構造基本統計調査』
を用いた。先の労働者シェアに関する分析と同様に，年齢の区分は，39 歳以下を低年齢，40 歳以上
を高年齢とした。学歴の区分は，女性労働者は高専・短大卒以上の半数を，男性労働者は大卒と高
専・短大卒の半数を高学歴として計算を行なった。 
 賃金は「きまって支給する給与額」×12+「年間賞与その他特別給与額」を労働者一人あたりの年
間賃金総額とし，これを「所定内実労働時間」+「所定外実労働時間」で割って当該グループの労
働者の時間あたり賃金とした。また，労働者一人あたり賃金総額に労働者数を乗じたものを用いて，
各区分の当該産業における賃金シェアを計算した。 
また (3.5) 式に，技術進歩の指標を導入して推計を行なった。技術進歩指標としては，先行研究
でも一般的によく用いられている研究開発集約度(研究開発費/産出額)の対数値を，シェア変化の期
間で平均した値を用いた。研究開発集約度には名目研究開発費と名目産出額を，資本集約度には実
質資本ストックと実質付加価値額を用いた。参考までに，製造業計の研究開発集約度の推移を図
3.3 に示す。これらの資本，産出額や技術関連指標のデータには『JIP データベース』(深尾(2003))を
用いた。 
 1985 年から 1997 年を 3 年ごとの 4 期間に分けてデータをプールして，各グループの賃金シェア変
化を被説明変数にして推計を行った。これらのデータのうち，1990 年以降のシェア変化の推計につ
いてはダミー変数を導入した。用いた製造業中分類のうち，食料品製造業と飲料・たばこ・飼料製
造業については 1985 年から 1987 年までの労働のデータが得られなかったため使用しなかった。サン
プルサイズは合計 73 で，1 個の係数を推定する。推定には SUR(Seemingly Unrelated Regression) 法を
用いた。労働者のグループが多すぎる場合，サンプルサイズに比べて推計すべき係数が多くなるため，
年齢・学歴で 4 つに区分されたグループのうちから 2 つを選んで 1 つに統合し， 3 つの区分を作成
して分析を行った。 
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表 3.2 推計に用いた業種 
 
 
 
図 3.3 研究開発集約度の推移 
データ出所：『JIP データベース』深尾(2003) 
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図 3.4 労働者区分のパターン 
 
統合する組み合わせによって 4 パターンのモデルを作って推計した。今回用いた区分の方法を図 3.4 
に示している。ただし，高学歴高年齢を区分 1，低学歴高年齢を区分 2，高学歴低年齢を区分 3，低
学歴低年齢を区分 4 とした。また，高年齢の区分(つまり， 1 と 2 を統合した区分)を O，若年齢を Y，
高学歴を S，低学歴を U として表記している。この区分によって，式(3.5)を用いて 4 つのモデルを
作り，推計を行なった。 
 これらの推計において予測される符号条件を検討する。まず，高学歴の労働者は新技術に対して
適合可能な知識を保有している，あるいは技術の変化に対して柔軟に対処できると考えられる。そ
のため，研究開発集約度の係数は，高学歴労働者のシェア変化についてはプラスであると推測され
る。年齢と技術進歩の関係については，若年労働者は中高年労働者と比較して，柔軟に新技術を吸
収できることが考えられるが，中高年の経験によって蓄積された技能が，技術進歩によってもたら
される生産システムの変化や人的組織の変化に対して適合性を高めるということも考えられる。 
 資本集約度の係数については，多くの先行研究で Capital - Skill 補完仮説を支持する結果を示して
いることから，高学歴労働者のシェア変化についてはプラスの符号が予想される。また，Capital-
Skill 補完の原因が資本に”embody ”された技術進歩とスキルとの補完関係であると考えられている
ことから，その他のシェア変化の符号についても，研究開発集約度と似たような結果が想定される。 
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3.4.3 推計結果 
推計で用いたデータの記述統計量を表 3.3 に示す。 
 
表 3.3 記述統計量 
 
 
 4 つのモデルの推計結果を表 3.4 から表 3.7 に示した。なお，本節で用いた推定式では， 
ij jiγ γ= という仮定を行なっている。そのため推計にあたっては，係数 ijγ の対称性についてワルド
検定を行なったが，モデル 2 では係数に対称性があるとの帰無仮説が 1%水準で棄却された。 
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表 3.4 推計結果(モデル 1) 
 
注)***は 1%，**は 5%，*は 1%水準でそれぞれ有意であることを示す。括弧内は t 値。 
 
 
表 3.5 推計結果(モデル 2) 
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表 3.6 推計結果(モデル 3) 
 
 
 
表 3.7 推計結果(モデル 4) 
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 また，推計された係数と各年の各区分シェアの産業間平均を用いて，式(3.6)から偏代替弾力性を
計算することができる。計算した結果を表 3.8 から表 3.12 に示した。なお，各推計で自己代替弾力
性の符号は各年で負となっており，費用関数が満たすべき局所凹性の条件を満たしていると考えら
れる。 
 また，係数がサンプル数と比較して多くなってしまうという問題点があるが，4 区分に分割した
推計も行なった(モデル 5)。ただし，係数の対称性に関するワルド検定では，対称的であるという
帰無仮説が 10%水準で棄却された。その他のモデルでは有意水準 10%で帰無仮説は棄却されなかっ
た。 
 
[研究開発集約度とシェア変化] 
 研究開発集約度の係数を見ると，高学歴低年齢(区分 3)のシェアがモデル 1 とモデル 4 の二つのモ
デルにおいてプラスで有意に推定された。これは若年で高学歴の労働者が技術進歩への適応度が
高く，この区分の労働者への需要が技術進歩によって高まるとの事前の予測と整合的な結果となっ
た。さらに，モデル 2 でも高学歴(区分 S)のシェアに関してプラスに有意となっており，技術進歩と
学歴(ないしは熟練)が補完的な関係にあると結論付けた櫻井(1999)，森脇(2000)や櫻井(2004)などの先
行研究と整合的な結果となった。また，モデル 1 とモデル 2 においては，低学歴低年齢(区分 4)のシ
ェア変化に対して研究開発集約度の係数は負で有意に計測された。さらにモデル 4 でも低学歴(区
分 U)のシェア変化について負で有意に推定されており，技術進歩が低学歴労働者を代替している
可能性があることが考えられる。これらは，これまでの先行研究の結果と整合的である。 
 ここで注目すべき点は，低学歴高年齢(区分 3)のシェア変化に対する結果である。モデル 2 では，
係数は有意にプラスに推計されている。先の低学歴低年齢ではマイナスという結果を考え合わせる
と ，日本の製造業においては経験年数を積むことによる人的資本の蓄積が労働者の技術進歩への
適応力を増していると推測することができる。さらにモデル 3 では低年齢(区分 Y)のシェア変化に
対する係数が有意にマイナスに推計されたのに対して，モデル 1 の高年齢(区分 O)では有意でプラス
になっている。技術進歩と補完的な関係にあるスキルが，学歴だけではなく経験年数によって蓄積
されるものであることを示唆している。 
 
[資本集約度とシェア変化]  
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 分析に用いた推計モデルでは資本と労働の代替弾力性を直接計算することはできない。しかし，
資本集約度の係数は Ki iS K Kγ = ∂ ∂ ⋅ であるため，資本量の変化に対する労働者の区分 i のシェア
変化が推計でき，間接的に資本と労働需要との関係が推測できる。 
 資本集約度の係数については，モデル 1 で高年齢(区分 O)のシェア変化について有意でプラスと
推定された。また，低年齢(区分 Y)と低年齢低学歴(区分 4)で有意にマイナスの値になっている。ま
た，有意ではないものの高学歴(区分 S)でもプラスになっており，t 値も比較的高いことから，
Capital-Skill 補完仮説が成立していることを示唆している。この点については，櫻井 (2004) の結果
とほぼ同じであるが，日本の非生産労働者のシェア変化に対してプラスに計 測 さ れ な か っ た 
Machin and Van Reenen (1998)の結果や，大卒労働者のシェア変化に関して有意にマイナスに計測され，
1990 年代の日本においては Capital-Skill 補完仮説が成立していないとした森脇(2000)の結果とは整
合的でない。 
 資本集約度の係数の符号は，研究開発集約度とほぼ同一となった。資本集約度と研究開発集約度
の間に正の相関があることが考えられるため，両変数の相関係数を計測したが，値は-0.34072 であ
り，正の相関関係は見られなかった。また，資本集約度の係数は有意に計測されたものが研究開発
集約度よりも少なかったものの，係数の値は研究開発集約度を上回っているためシェア変化に与える
影響は小さくないといえる。 
 
[労働力間の代替弾力性] 
次に，各区分の労働者間の Allen の偏代替弾力性を見てみる。表 3.8 より，低学歴低年齢と高学歴低
年齢労働者間の偏代替弾力性の値(σ34 )はマイナスであり，偏代替弾力性の計算の元となった係数
(γ34 )も有意になっている。低年齢の労働者の関係は，価格補完(p-Complement)であることが有意に推
計されている。しかし，高学歴高年齢と低学歴高年齢間では有意に推定されておらず，偏代替弾力
性も正となっている。このように学歴間の代替性は年齢階層で異なっており，若年層で補完的な関
係になっている。 
 また，表 3.11 に示すモデル 4 では，高学歴高年齢と高学歴低年齢労働者グループ間の偏代替弾力
性（σ13）がマイナスで有意に計測されている。一方，表 3.9 のモデル 2 からは，有意ではないもの
の，低学歴高年齢と低学歴低年齢の労働者グループ間の偏代替弾力性（σ24）はプラスに計測された。
このことから，年齢階層間では，高学歴グループで補完的，低学歴グループで代替的な関係にある
ことがわかる。この結果は，年齢間代替弾力性の値は学歴に関わらずほぼ同一であるとした Card 
and Lemieux (2001)のアメリカの分析結果とは異なるものである。 
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表 3.8 偏代替弾力性(モデル 1) 
 
 
表 3.9 偏代替弾力性(モデル 2) 
 
 
 
表 3.10 偏代替弾力性(モデル 3) 
 
 
表 3.11 偏代替弾力性(モデル 4) 
 
 
 
51 
表 3.12 偏代替弾力性(モデル 5) 
 
 
3.5 結論 
 本章では，Berman et al. (1994) の手法に基づき，日本の 1985 年から 1997 年のデータを用いて，労
働者を学歴・年齢階層別に区分して，技術進歩が労働需要に与える影響を分析した。同時にこれら
のグループ間の代替弾力性についても分析を行なった。本稿の分析から得られた結果を要約すると
次のようになる。 
 第 1 に，各区分の労働者の総賃金シェア変化を，産業内での変化と産業間での変化に分解した。
そして，各区分において産業内変化の効果が大幅に上回っており，高学歴労働者のシェア上昇が貿
易の国際化などの産業構造変化で起こっているものではないとした先行研究の結果が，年齢階層
別に分割した場合でも支持されることを示した。 
 第 2 に，トランスログ費用関数を用いた分析では，先行研究と同じく，技術進歩によって高学歴
労働者に対する需要が増大することが確認された。しかし低学歴労働者でも 40 歳以上の高年齢層
では技術進歩によって需要が増大することも明らかになった。日本において学歴間賃金格差がア
メリカやイギリスのようには拡大しなかった理由の一つには，このように低学歴高年齢の労働者の
技術進歩への適応性の高さが考えられる。また，低学歴労働者でも若年層に対する需要は技術進歩
によって減少するという結果を得た。これらの結果は，日本の労働市場においては，技術進歩に対す
る適応性が企業内訓練によって年齢とともに上昇することによって起こっている可能性があることを
示唆している。 
 第 3 に，年齢間の代替弾力性は，高学歴労働者では補完的となり，低学歴労働者では統計的に有
意ではないものの代替的となった。本章とは推計モデルが異なるものの，Card and Lemieux (2001) 
は，アメリカでは学歴によらず年齢間代替弾力性が同一であるとの結果を得ており，本章の結果は
これとは異なったものとなった。この原因としてはアメリカと日本の労働市場の構造の違いが背景
にあることが考えられる。さらに，若年労働者では学歴間で補完的であるのに対して，高年齢労働
者の学歴間では代替的であり，年齢別に学歴間代替弾力性が異なっていることが明らかになった。 
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ただし，本章の分析では，サンプルサイズの制約上，労働者の年齢階級の区分を 2 つにせざるを
得なかった。そのため，技術進歩が異なる年齢階層別にどのような影響を及ぼすかについてや，ま
た年齢間の代替弾力性の推計について詳細に分析することができなかったそのため，今後は都道府
県別データやマイクロデータを用いるなどして，十分なサンプルサイズを確保した上で，詳細な分
析を行うことが課題として残されている。 
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第 4 章 ICT の利用と企業内労働市場の変化 
4.1 はじめに 
2000 年代以降の急速な情報通信技術（ICT）の進歩によって，情報通信機器の性能は大幅に上昇すると
ともにその価格も急速に低下した。また，ADSL や光ファイバー通信網の普及により，企業内・企業間の情報
通信ネットワーク環境も整備されることとなった。このような企業を取り巻く ICT の環境変化によって，業務の
デジタル化も進展することになった。このような業務の ICT 化が，労働市場に及ぼす影響に関しては，その
論点の一つとして賃金に及ぼす影響について議論されてきた。 
アメリカなどをはじめとするいくつかの国々では，1980 年代後半から 1990 年代前半にかけて学歴間賃金
格差をはじめとする熟練・未熟練労働者間の賃金格差が急速に拡大していった。その原因をめぐって，様々
な仮説が立てられてきたが，当時有力とされていたのは，熟練労働者と新たな技術が補完的で，未熟練労
働者が代替的であるような技術進歩が発生したことが原因であるとする説である。これは，技術進歩によって
労働需要が熟練労働者にシフトし，未熟練労働者と熟練労働者の間で賃金格差が拡大しているとするスキ
ル偏向的技術進歩（SBTC）仮説と呼ばれている。 
またその当時，コンピューターの価格が急速に下落したことなどにより，産業を超えて広範囲に企業への
ICT の普及がみられたことなどから，同じく広範囲に発生していた賃金格差の拡大の原因となるスキル偏向
的技術進歩として ICT が注目されるようになり，それに関連したさまざまな研究が行われるようになった。な
かでも，ＩCＴをはじめとする技術進歩は，企業内における業務やそこで求められるスキルに変化をもたらすこ
とがいくつかの研究から指摘されている。 
このうち，Bresnahan et al.(2002)は，ICT が労働需要に与える影響は，チームに基づく職場組織や個々の
労働者の判断を重視する分権型組織といった職場組織の再設計と組み合わさることによって大きくなること
を示し，単に ICT 資本が直接的に企業の労働需要に影響をあたえているだけでなく，職場組織の革新を通
して間接的にも労働需要に影響を与えているとの分析結果を示した。 
また Autor et al.(2003)は労働者が行う仕事の内容を５つの業務（タスク）に分類し，ＩCＴの進歩がどの業務
を代替しているのかについて詳細に定量的な分析を行った。その結果，コンピューターは反復的な業務を
代替し，コミュニケーションスキルや高度な分析業務とは補完的である一方，比較的単純な業務であっても
反復的でない業務とは代替関係にないことを示した。 
以上のように，情報通信技術とスキルの関係に関する従来の研究では，ICT の進展が企業内の業務の内
容を変化させたり，雇用構造の変化をもたらすことを明らかにしている。しかし，これらの研究は，主に労働市
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場全体について分析したものである。また，内部労働市場が発達した日本に関しては，企業内で起こってい
るこのような変化についてケーススタディによる優れた分析はいくつかあるものの，企業のマイクロデータを
使った分析は行われていない。さらに ICT の進展によって需要が高まる高スキル労働者を，外部労働市場
から調達しているのかそれとも企業内訓練によって調達しているのかといった，ICT が人的資本投資政策に
与える影響に関しては，十分に明らかにされているとはいえない。そこで本章では，マイクロデータに基づき，
企業の ICT の利用状況と企業内における業務の変化，ならびにそこで求められるスキルの変化や人的資本
投資との関係を分析し，日本における ICT の普及と内部労働市場との関係を考察する。 
 
4.2 仮説と分析の枠組み 
先行研究においては，ICT 導入と，企業内において求められるスキルや業務の変化に着目した分析が行
われてきた。従来，日本の労働市場は，大企業を中心とした内部労働市場が発達し，各企業における長期
のキャリア形成を通じた企業内訓練によって，企業特殊的なスキルを形成してきたとされる（小池，2005）。い
くつかの先行研究によれば，ICT 導入によって重要性が増大する業務やそれに求められるスキルは，このよ
うな企業特殊的なものであることが示唆されており，本章ではこの点について実証分析をおこなう。ここで，
ICT と補完的な業務やそこで求められるスキルが企業特殊的であると考えられる要因としては以下のようなも
のがある。 
まず，コストの問題で一般的なスキルより企業特殊的スキルは ICT に代替されにくいと考えられる。Autor 
et al. (2003)が指摘するように，あるスキルや業務が ICT に代替されるには，それらがプログラム可能でな
ければならない。さらに，たとえプログラム可能であるとしても，アプリケーションソフトの開発や導入のコスト
がかかりすぎる場合には，ICT への代替は行われないであろう。特定の企業や職場のみで行われる業務を
遂行するためのアプリケーションは，それがプログラム可能な業務であっても，開発コストと比較してユーザ
ーベースが小さすぎるために高コストとなるため，ICT への代替が行われないであろう。その一方で，広く一
般的に行われている業務であるならば，ユーザーベースが大きいため，ユーザー当たりの開発コストが低く
なる。このような要因で，ICT と一般的スキルや業務は代替的な関係になるものの，企業特殊的スキルや業
務とは代替関係にはなりにくい。そして企業内への ICT の導入とともに，企業特殊的スキルや業務の相対的
な重要性が高まると考えられる。 
次に，業務遂行に必要な情報が，ICT の普及とともにデータベース化されることによって，より幅の広い業
務を遂行できるスキルが重要になっていることが考えられる。労働者がデータベースを利用することによって，
個々の労働者がすべての業務のプロセスを完遂するのに必要な情報を得ることができるようになり，過去に
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おいては分割されていたさまざまな業務が，一人で遂行できるようになった。これは労働者を各職能のスペ
シャリストから、ジェネラリストにシフトさせることを意味する(Bresnahan et al.(2002))。そして，個々の労働者が
遂行できるようになったさまざまな業務の組み合わせ方がその企業に特有のものであれば，業務が企業特
殊的なものになるであろう。そのため ICT と企業特殊的スキルとの間には補完的な関係が存在することにな
るであろう。 
このように，ICT が導入されると，ICT と補完的な関係にある業務を遂行するスキルに対する需要が増加
する。そのため，ICT の導入は，必要とされるスキルの調達する手段としての採用方針や企業内訓練といっ
た企業の人的資本投資政策にも影響を与えるであろう。 
以下では，企業での ICT 導入と関連すると考えられる内部労働市場における３つの要因について，それ
ぞれ議論する。 
 
A. ICT 利用とスキルのストック 
 ICT 価格の下落とともに，企業における ICT 導入・利用は進んでいくことになる。しかし同じ ICT 価格の下
落に直面していても，技術の導入や利用の速度は産業や企業ごとの特性に応じて異なってくる。例えば ICT
導入以前に定型的業務の比率が高い産業や企業では，ICT 導入による利益が大きいため，その導入に積
極的であり，ICT の導入が進むとされる(Autor et al.(2003))。さらに，ICT 導入の利益は，ICT と補完的な関
係にある高スキル労働者の存在によって高まるため，高学歴労働者や熟練労働者の比率が高い産業や企
業ほど ICT 導入が進んでいるはずである。さらに，ICT と企業特殊的なスキルとの補完性が高い場合には，
企業内の労働者が蓄積している企業特殊的スキルが多い企業ほど，ICT の導入が進展していると考えられ
る。 
 
B. ICT 利用と業務・スキルの変化 
企業内での ICT の普及はまた，従来の企業内の業務の内容を変化させることが考えられる（Autor et 
al.(2003)）。企業内で労働者が遂行していた業務のうち，定型的な業務は，コンピューターで処理できるよ
うな形にプログラム可能である。そのためコンピューターなどの ICT 資本価格が下落すると，定型的な業務
は ICT が代替するであろう。その一方で,高度な知的業務などは，プログラムすることが困難であるため，ICT
によって代替されないであろう。そのため，ICT 導入が進んだ企業では，定型的業務の重要性が減少する一
方，創意工夫が必要な業務などの重要性が高まっていることが予想される。 
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ICT の導入が企業の業務に与える影響に関しては，日本においてもいくつかの研究がなされている。この
うち中馬(2001)は,旅行会社のヒアリング調査を行い，ICT の導入が職場にどのような影響を与えているかに
ついてケーススタディで詳細な分析を行なった。そして,会社内での情報化やネットワーク化に伴って業務が
細分化・標準化され,それによって業務遂行上必要なスキルが分離可能となるスキルの”unbundling 化”が観
察される職場があるとした。しかしこのような職場がある一方で,普段の業務のみならず，普段とは異なる変化
や異常にも対応できる「統合的スキル」が必要となっている職場があることも見いだしている。 
また，池永(2009)は日本の労働市場に関して Autor et al.(2003)のモデルを用いて分析を行っている。池永
(2009)は，総務省『国勢調査』の集計データを用いて，業務を「非定型分析」,「非定型相互」「定型認識」「定
型手仕事」及び「非定型手仕事」の５つに分類した上で，職業小分類の各職種に対してそれら５業務のウエ
イト付けを行い，就業者数の変化をもとにして労働市場における業務量の変化を推計した。そして定型的業
務の集約度が高い産業ほど ICT 資本の導入が活発に行われていることや，「非定型分析」は ICT 資本と補
完的な関係にあり,「定型手仕事」や「定型認識」の業務は ICT によって代替されている可能性があることを示
した。 
このように ICT の導入は，企業で遂行される業務の構成に様々な変化をもたらすことが実証的な研究によ
って示されており，業務の重要性が変化することにより，労働者に必要とされるスキルもまた変化するであろう。
中馬(2002)は，現代の製造業の現場では，ICT 導入にともなって，職人的な「匠型熟練」はデジタル化され，
その代わりに「問題発見・解決型熟練」が不可欠になってきていると指摘している。このスキルは，生産プロセ
スの不具合の発生を未然に察知して対処したり，原因を迅速に究明・解決できる熟練技能であり，生産プロ
セス全体に対する統合的な知識が必要であるとしている。この点について,日本の内部労働市場における技
能形成を明らかにした小池（2005）は，変化や異常に対応できる「知的熟練」は,労働者が関連の深い仕事群
（キャリア）を経験することによって形成されるとし,キャリアの組み方や広がりが企業間で異なるために,形成さ
れるスキルもまた企業特殊性を帯びることを指摘している。したがって,ICT の導入はこれらの企業特殊的ス
キルの重要性や価値を高めていることが予想される。 
 
C. ICT 利用と人的資本投資政策 
 ICT によって企業内のスキル需要や業務構成は変化するが，このような変化によって重要になったスキル
はどのような経路で調達されるのであろうか。一つの経路は企業外部の労働市場から，既にそのようなスキ
ルを蓄積した労働者を採用するという方法であり，もう一つは，企業内訓練を通じて育成した労働者を組織
内部から調達し，ICT 導入に伴うスキル需要に対応する方法が考えられる。 
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海外における研究では，Behaghel et al.(2011)が，フランスのマイクロデータを用いて，企業内部と外部の
労働力のフローと ICT の関係について分析を行った。そして，ICT 導入にともなう高スキル労働者への需要
増大は，中途採用などの外部からの調達によってではなく，企業内訓練を実施して内部の労働者のスキル
をアップグレードすることによって行われていることを示している。 
日本において関連する先行研究には阿部(2001)がある。阿部(2001)は企業内のＩCＴ化が雇用に与える影
響をマイクロデータを用いて分析している。そして企業内での ICT 化が非正規雇用者比率を増大させたり，
アウトソーシング化を促進するなど，外部労働力の活用を促進させている一方で，正社員のコア人材化を促
進している可能性があることを示した。 
日本においては，内部労働市場が発達しているなどの特徴があり，先に述べたように,必要とされるスキル
は企業特殊的な性格を帯びていることが考えられる。このような企業特殊的なスキルは中途採用などの手段
で外部から調達することはできず，企業内訓練を通じて組織内部で育成する必要がある。そのため人員調
達方法などの人的資本投資政策については，ICT の利用・導入が進んでいる企業ほど，企業内部での育成
に重点を置くことが予想される。  
 
 
4.3 実証分析 
本章の分析では，日本労働研究機構（現労働政策研究・研修機構）が 2000 年 12 月におこなった「IT 活
用企業についての実態調査」（以下，IT 活用調査と記す）の個票データを用いる。当該調査は従業員数が
概ね 300 人以上である企業 10,000 社にアンケートを行ったもので、有効回収数は 1,637 社（有効回収率
16.4％）となっている。この調査は各企業における情報化の状況とともに，業務の遂行において必要とされる
スキルや，業務内容の変化に関連する設問が含まれている。 
IT 活用調査では，企業内での ICT 利用・導入状況に関して詳細な調査を行っている。調査事項には，従業
員数に対するパソコン導入台数の比率，電子メールやグループウェア，ERP(エンタープライズ・リソース・プ
ランニング)等のソフトウェア・システムの導入や利用状況など，各企業内の ICT の導入や活用状況の程度を
示す項目が含まれている。さらに，各企業の従業員のうち情報機器を扱う必要がある者の割合（以下，情報
機器使用比率と記す）など，実際の業務の ICT 化がわかる項目も調査されている。本章ではこれらのデータ
を企業の ICT 利用状況の変数として用いる。 
先に提示した仮説に従って,本章では ICT の利用が内部労働市場に及ぼす影響について,次のような手
順で検証する。 
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第 1 に,企業内のスキルのストックと，ICT 利用状況の関係を分析する。ICT 導入のベネフィットは,ICT と補
完的な関係にある高スキル労働者の存在によって高まるため，高学歴労働者や熟練労働者の比率が高い
産業や企業ほど ICT 導入が進むことが予想される。本章では,企業のスキルストックの変数には,企業におけ
る大卒労働者の比率および企業の従業員の平均勤続年数を用いる。ただし,ICT 利用とスキルストックはい
ずれも同時点のデータを用いるため,ここでは厳密な意味での因果関係の識別ではなく,両者の相関関係を
とらえる。 
第 2 に, ICT の利用と様々な業務のウエイトや，業務を行うために必要とされるスキルの関係について分
析する。IT 活用調査では，様々な内容のスキルについて，その重要性が高まっているかどうかを 4 段階で
調査している。なお,この設問に関しては，管理職と非管理職について別途質問しているが，非管理職の設
問を用いて分析を行うこととする。ここでは,まず,「定型的な仕事」ならびに非定型的な業務を示すと考えられ
る「創意工夫の余地が大きい仕事」のそれぞれについて，3 年前から現在にかけてそのウエイトが高まってい
る=4，やや高まっている=3，変わらない=2，低下している=1 となる段階的な変数を用いて,ICT の導入が業
務の変化に及ぼす影響を検討する。さらに，IT 活用調査では，業務遂行上必要な知識として「企業に特有
の仕事の仕方や企業文化に関する知識」や「社内で良好な人間関係を築く能力」のウエイトが 3 年前と調査
時点でどのように変化したかについて，重要性が高まった=4,やや重要性が高まった=3,特にかわらない=2,
重要性が低下した=1 の 4 段階で尋ねている。ここでは，これらが企業特殊的スキルの重要性の変化を表す
変数とみなし，ICT の導入との関係について分析する。 
最後に，ICT 導入に伴って必要とされるスキルの調達方法に着目する。IT 活用調査では，過去 3 年間の
増員方法として最も多い経路についての設問がある。ここでは，3 年前から現在までに，増員方法として最も
多かった方法が中途採用であると答えた企業を 1，それ以外が 0 となる変数を用いて，ICT と採用方針との
関係を考察する。 
 表 4.1 には，本章での分析で用いるデータの記述統計量を示す。 
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表 4.1 記述統計量 
 標本サイズ 平均 標準偏差 最小値 最大値 
      
非正規比率 1577 0.1754 0.2285 0.0000 1.0000 
対数企業規模 1603 6.5615 0.8372 2.7726 11.4567 
操業年数 1556 67.0154 196.0103 0.0000 1995.0000 
操業年数 2 乗 1556 42886.4 388351.9 0 3980025 
対数売上高 1491 9.7567 1.5463 1.0986 15.8338 
上場ダミー 1541 0.1395 0.3466 0 1 
平均年齢 1561 37.8136 5.3143 24.0000 64.0000 
平均年齢 2 乗 1561 1458.0900 423.0223 576.0000 4096.0000 
      
      
1 人あたり PC 台数 1626 0.6673 0.3383 0 1 
電子商取引導入済 1605 0.1925 0.3944 0 1 
グループウェア導入済 1573 0.6771 0.4678 0 1 
ERP 導入済 1498 0.2971 0.4571 0 1 
情報機器使用比率 1620 0.6825 0.3019 0 1 
      
大卒比率 1476 36.6721 24.8205 0 100 
増員方法が中途採用 1510 0.2285 0.4200 0 1 
平均勤続年数 1511 13.1264 5.3429 1 40 
      
定型業務のウエイト 1546 2.0576 0.9023 1 4 
創意工夫が必要な仕事のウエイト 1501 2.6855 0.6868 1 4 
      
企業特有の文化に関する知識の重要性 1412 2.3088 0.6582 1 4 
社内人脈を築く能力の重要性 1382 2.3929 0.6456 1 4 
      
      
 
A. スキルのストック 
まず企業内のスキルのストックと，ICT 利用状況の関係を分析した。企業のスキルストックの変数として，ま
ず企業の大卒労働者比率を用いた。大卒労働者は，高卒労働者と比べて，大学教育などでもたらされる一
般的スキルの蓄積が多いと解釈できる。ここでは，大卒比率を被説明変数とし，説明変数には，ICT 導入・利
用の状況をはじめ，平均年齢や産業などの企業属性をコントロールする変数を用いて最小二乗法による分
析を行った。 
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表 4.2 大卒比率と ICT 利用(OLS) 
被説明変数=大卒比率 係数 t 値  係数 t 値 
        
情報機器使用比率 22.6029 *** 8.70     
1 人あたり PC 台数     10.0353 *** 3.87
電子商取引導入済     1.6427  0.82
グループウェア導入済   0.7137  0.40
ERP 導入済   3.9112 ** 2.28
     
平均年齢 4.3588 *** 3.32  4.5012 *** 3.14
平均年齢 2 乗 -0.0620 *** -3.75  -0.0659 *** -3.65
対数企業規模 -2.3641 ** -2.18  -2.6241 *** -2.21
対数売上高 2.4275 *** 3.86  2.7547 *** 4.05
操業年数 0.0394  1.51  0.0585 ** 2.04
操業年数 2 乗 -0.0000  -1.63  -0.0000 ** -2.13
上場ダミー 8.9855 *** 3.84  7.2545 *** 2.87
定数項 -80.6280 ** -2.25  -72.9798 * -1.92
        
サンプルサイズ 1244  1126 
自由度修正済決定係数 0.2491  0.2157 
注)***は 1%,**は 5%,*は 1%水準でそれぞれ統計的に有意であることを示す。括弧内は t 値。また推計にはこの
他に産業ダミーを含んでいる。 
 
 分析の結果，従業員のうち，情報機器使用比率の高い企業ほど，大卒労働者の比率が高くなっている。ま
たその他の ICT の利用状況を表す指標との関係では，社員１人あたり PC 台数が大きい企業ほど，また
ERP 導入が行われている企業ほど，大卒労働者比率が高くなっている。これらの結果は，先行研究でも見ら
れるとおり，ICT と高スキル労働者の補完的な関係を示唆しているものである。ただし，この関係が ICT 導入
が高スキル労働者の需要を増加させることによって，高学歴労働者の採用を増大させた結果なのか，あるい
は高スキル労働者がもともと多く存在する企業ほど ICT 導入コストが低くなるためにその導入が進むというよ
うな逆の因果関係にあるのか，またはその両者が同時決定の関係にあるのかは不明であることに留意する必
要がある。 
次に，企業特殊的スキルのストックが ICT 導入とどのような関係にあるのかを分析するため，ICT 導入状
況と企業内の正社員の平均勤続年数の関係について分析をおこなう。企業特殊的スキルは，企業内におけ
63 
る勤続年数の増加とともに蓄積されると考えられるため，それがより大きい企業ほど，企業特殊的人的資本の
蓄積が多いと解釈できる。ICT は企業特殊的スキルと補完的な関係にあることが予想されるため，ここでは企
業の正社員の平均勤続年数を被説明変数とし，説明変数としては ICT 導入・利用の状況と，平均年齢や産
業ダミーなどのコントロール変数を用いて最小二乗法による分析を行った。表 4.3 はその推計結果である。 
 
表 4.3 平均勤続年数と ICT 利用(OLS) 
被説明変数=勤続年数 係数 t 値  係数 t 値 
        
情報機器使用比率 0.9677 ** 2.28    
1 人あたり PC 台数   0.4259  1.03
電子商取引導入済   0.0507  0.16
グループウェア導入済   0.2219  0.78
ERP 導入済   0.5823 ** 2.12
     
平均年齢 3.0797 *** 14.32  3.0202 *** 13.19
平均年齢 2 乗 -0.0344 *** -12.70  -0.0337 *** -11.67
対数企業規模 0.0004  0.00  -0.0095  -0.05
対数売上高 0.2391 ** 2.35  0.2383 ** 2.20
操業年数 0.0288 *** 6.74  0.0289 *** 6.31
操業年数 2 乗 -0.0000 *** -6.81  -0.0000 *** -6.39
上場ダミー 0.2348  0.62  0.2148  0.54
定数項 -55.9159 *** -9.47  -54.2486 *** -8.87
      
サンプルサイズ 1277  1151 
自由度修正済決定係数 0.4005  0.3999 
注)***は 1%,**は 5%,*は 1%水準でそれぞれ統計的に有意であることを示す。括弧内は t 値。また推計にはこの他に産業ダミ
ーを含んでいる。 
 
 この分析の結果においても，情報機器使用比率や，ERP 導入済みなど，いくつかの ICT 利用変数の係数
が有意に正に計測されている。このような結果は，企業特殊的スキルの蓄積もまた企業の ICT 利用と補完的
な関係にあることを示している。 
 ここでは，ICT が高スキル労働者と補完的であり，ICT 導入状況が進んでいる企業ほどスキルのストックが
大きいことを確認した。しかし，この結果は同時に，一般的スキルと企業特殊的なスキルの両方について ICT
と補完的であることを示している。このことは，ICT の導入が進んだ企業では，企業特殊的なスキルの蓄積の
ため行われる企業内訓練のトレーナビリティが高い高学歴労働者をより多く採用するということからも一部説
明できるであろう。 
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B. 業務・スキルの変化 
ICT 利用と企業内の定型的業務ならびに非定型的業務の重要性の変化の関係を分析するため，被説明変
数として，3 年前から現在にかけて「定型的な仕事」のウエイトおよび「創意工夫の余地が大きい仕事」のウエ
イトの変化を示す 4 段階の変数を被説明変数として用いて，順序プロビットモデルにより推計した。表 4.4 は
定型的業務に関する結果を，表 4.5 は非定型的業務に関する結果を示している。 
表 4.4 の結果を見ると，情報機器使用比率や，1 人あたりのパソコン台数，電子商取引の変数について，係
数が有意に負に計測されている。この結果は ICT 利用がなされている企業ほど定型的な仕事のウエイトが
低くなってきているということを示しており，Autor et al.(2003)で示されているような，ICT が定型的業務を代
替し，非定型的業務は代替しないとした仮説とも整合的である。さらに，表 4.5 をみると，情報通信機器使用
比率や，1 人あたり PC 台数などの ICT 利用状況の変数が創意工夫の余地がある仕事のウエイトに関して，
正で有意な影響を与えていることがわかる。先ほどの分析にあった通り，ICT 利用が活発な企業ほど，ICT
が定型的業務を代替してそのウエイトを下げるが，「創意工夫の余地のある仕事」ような非定型的な仕事につ
いては，ICT が代替できないため，その結果として労働者が遂行する仕事としては，そのウエイトを高めてい
ると解釈できる。この結果もまた Autor et al.(2003)で提示されている理論モデルの帰結と整合的であると考
えられる。 
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表 4.4 ICT 利用と業務のウエイト (順序プロビットモデル) 
被説明変数：定型的業務のウエイトが高まった=4〜ウエイトが低下=1 
 係数 z 値  係数 z 値 
      
情報機器使用比率 -0.2470 ** -2.16   
1 人あたり PC 台数  -0.3210 *** -2.87
電子商取引導入済  -0.1500 * -1.73
グループウェア導入済  0.0579  0.75
ERP 導入済  0.0773  1.04
    
平均年齢 -0.0817  -1.42 -0.1001  -1.64
平均年齢 2 乗 0.0010  1.45 0.0013 * 1.69
対数企業規模 -0.1160 ** -2.45 -0.0908 * -1.78
対数売上高 -0.0492 * -1.82 -0.0659 ** -2.28
操業年数 -0.0002  -0.17 -0.0002  -0.19
操業年数 2 乗 0.0000  0.02 0.0000  0.18
上場ダミー -0.2551 ** -2.47 -0.2735 ** -2.48
    
cut1 -3.3561  -3.6399  
cut2 -2.2205  -2.4653  
cut3 -1.3559  -1.5772  
サンプルサイズ 1244  1115 
疑似決定係数 0.0308  0.0359 
注)***は 1%,**は 5%,*は 1%水準でそれぞれ統計的に有意であることを示す。括弧内は t 値。また推計にはこの他に産業ダミ
ーを含んでいる。 
  
66 
 
表 4.5 ICT 利用と業務のウエイト (順序プロビットモデル) 
被説明変数：創意工夫の余地のある仕事のウエイトが高まった=4〜ウエイトが低下=1 
 係数 z 値  係数 z 値 
      
情報機器使用比率 0.7068 *** 5.89    
1 人あたり PC 台数   0.3550 *** 3.04
電子商取引導入済   0.0181  0.21
グループウェア導入済   0.0121  0.15
ERP 導入済   0.0856  1.12
     
平均年齢 -0.0472  -0.77  -0.0111  -0.17
平均年齢 2 乗 0.0004  0.58  -0.0000  -0.02
対数企業規模 0.0186  0.38  -0.0185  -0.35
対数売上高 0.0269  0.93  0.0583 * 1.88
操業年数 0.0012  1.05  0.0017  1.34
操業年数 2 乗 -0.0000  -1.22  -0.0000  -1.46
上場ダミー -0.0442  -0.42  -0.0463  -0.42
     
cut1 -1.2763   -0.8393   
cut2 0.5517   1.0286   
cut3 2.1296   2.6311   
サンプルサイズ 1082  1209 
疑似決定係数 0.0327  0.0339 
注)***は 1%,**は 5%,*は 1%水準でそれぞれ統計的に有意であることを示す。括弧内は t 値。また推計にはこの他に産業ダミ
ーを含んでいる。 
 
 つぎに，企業において求められるスキルの変化として，「企業に特有の仕事の仕方や企業文化に関する知
識」や「社内で良好な人間関係を築く能力」といった企業特殊的と見なせるスキルの重要性が 3 年前と比べ
て高まったかどうかを 4 段階で示した被説明変数として用いて，ICT 使用状況や，産業ダミーなどのコントロ
ール変数を説明変数として，順序プロビットモデルで推計を行った。推計結果はそれぞれ表 4.6 と表 4.7 に
示さている。 
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表 4.6ICT 利用と企業文化 (順序プロビットモデル) 
被説明変数：企業に特有の仕事の仕方や企業文化に関する知識 
(重要性が高まった=4〜ウエイトが低下=1) 
 係数 z 値  係数 z 値 
      
情報機器使用比率 0.4803 *** 3.70    
1 人あたり PC 台数    0.1177  0.93
電子商取引導入済    -0.1283  -1.36
グループウェア導入済    0.3041 *** 3.46
ERP 導入済    0.0578  0.72
      
平均年齢 -0.0516  -0.77  -0.0305  -0.43
平均年齢 2 乗 0.0004  0.52  0.0001  0.16
対数企業規模 0.0834  1.58  0.1415 *** 2.48
対数売上高 -0.0540 * -1.76  -0.0612 * -1.89
操業年数 0.0004  0.30  -0.0001  -0.08
操業年数 2 乗 -0.0000  -0.40  -0.0000  -0.07
上場ダミー -0.0098  -0.09  -0.0972  -0.81
     
cut1 -3.7434   -3.3380  
cut2 -1.4685   -1.0448  
cut3 -0.4821   -0.0543   
サンプルサイズ 1139  1021 
疑似決定係数 0.0283  0.0364 
注)***は 1%,**は 5%,*は 1%水準でそれぞれ統計的に有意であることを示す。括弧内は t 値。また推計にはこの他に産業ダミ
ーを含んでいる。 
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表 4.7 ICT 利用と社内人脈 (順序プロビットモデル) 
被説明変数：社内で良好な人間関係を築く能力 
(重要性が高まった=4〜ウエイトが低下=1) 
 係数 z 値  係数 z 値 
      
情報機器使用比率 0.3798*** 2.82  
1 人あたり PC 台数  0.206 1.58
電子商取引導入済  -0.045 -0.47
グループウェア導入済  0.204** 2.24
ERP 導入済  0.005 0.06
   
平均年齢 -0.0828 -1.22 -0.053 -0.72
平均年齢 2 乗 0.0009 1.05 0.000 0.53
対数企業規模 0.0689 1.29 0.112* 1.94
対数売上高 -0.0189 -0.61 -0.038 -1.16
操業年数 -0.0008 -0.55 -0.001 -0.73
操業年数 2 乗 0.0000 0.59 0.000 0.72
上場ダミー -0.1808 -1.57 -0.230* -1.86
   
cut1 -3.7434 -4.077 
cut2 -1.4685 -1.430  
cut3 -0.4821 -0.322  
サンプルサイズ 1116  997 
疑似決定係数 0.0253  0.0309 
注)***は 1%,**は 5%,*は 1%水準でそれぞれ統計的に有意であることを示す。括弧内は t 値。また推計にはこの他に産業ダミ
ーを含んでいる。 
 
分析の結果，ICT 変数のうち 1 人あたり PC 台数と，グループウェア導入済ダミーが正に有意な影響を与
えていることがわかる。また，企業特殊的スキルと考えられる 2 つのスキルの双方で，ほぼ同様の結果をしめ
している。これらの結果から，企業における ICT 導入が，企業特殊的なスキルの重要性を高めているというこ
とが示唆される。 
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C. 人的資本投資政策 
最後に ICT 利用と企業の人的投資政策の関係について分析を行う。ICT 導入によってもたらされるスキ
ル需要の変化により，必要とされるスキル水準は高くなる。そしてその変化に対応するために何れかの経路
でスキルが調達されるが，その経路には，中途採用など企業外部からの調達と，企業内部の人員に対して企
業内訓練を行うことによりスキルを高める，という 2 つが考えられる。そのため，ICT 利用が企業の人的資本
投資政策に与える影響としては，人員採用の方法の変化としてあらわれることが考えられる。 
IT 活用調査では，過去 3 年間の増員方法として最も多い経路についての設問がある。ここでの分析はそ
の設問を用いて分析を行う。被説明変数としては，3 年前から現在までに，増員方法として最も多かった方法
が中途採用であると答えた企業が 1，それ以外が 0 となる変数を用い，プロビットモデルによる推計を行う。
その推計結果を表 4.8 に示す。 
これをみると，グループウェア導入済みの変数や，情報機器使用者比率の変数の影響が負に有意に計測
され，ICT 導入が進んでいる企業ほど，増員方法として中途採用以外の経路を使用していることがわかる。こ
れは，先に述べたような ICT の導入によって高いスキルを持つ労働者が必要となるが，そのスキルの調達方
法として,企業は外部から高スキル労働者を中途採用するという方法をとっていないことを示唆するものであ
る。中途採用の場合，採用される労働者はその時点では企業固有の技能，すなわち企業特殊的スキルをも
っていないと考えられる。そのためこのような推計結果は，ICT 利用に伴って必要とされるスキルの内容が，
企業特殊的スキルであることを示唆していると考えられる。 
  
70 
 
表 4.8 増員方法と ICT 利用(プロビットモデル) 
被説明変数:最も多い増員方法 係数 z 値  係数 z 値 
が中途採用=1      
情報機器使用比率 -0.2718 * -1.84    
1 人あたり PC 台数   -0.0462  -0.31
電子商取引導入済   0.0407  0.35
グループウェア導入済   -0.1772 * -1.73
ERP 導入済   -0.0662  -0.66
    
平均年齢 -0.1323 * -1.87  -0.1378 * -1.82 
平均年齢 2 乗 0.0016 * 1.76  0.0017  1.79 
対数企業規模 0.0374  0.59  0.0594  0.87 
対数売上高 -0.1251 *** -3.38  -0.1052  -2.65 
操業年数 -0.0046 ** -2.55  -0.0047  -2.43 
操業年数 2 乗 0.0000 ** 2.42  0.0000  2.19 
上場ダミー -0.2480  -1.63  -0.3015  -1.86 
定数項 -1.9190   -2.3248   
      
サンプルサイズ 1216  1063 
疑似決定係数 0.0906  0.0853 
注)***は 1%,**は 5%,*は 1%水準でそれぞれ統計的に有意であることを示す。括弧内は t 値。また推計にはこの他に産業ダミ
ーを含んでいる。 
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4.4 おわりに 
本章では，企業内の ICT の利用状況と，業務内容やスキルとの関係について分析を行った。本章での分
析で得られた結果をまとめると，つぎの通りである。 
第 1 に,ICT の利用が進展している企業ほど，労働者の大卒比率が高いという結果にみられるように，ICT
によって高スキル労働者への需要が増加していることが示唆された。 
第 2 に,ICT は定型的業務と代替的で,非定型的業務とは補完的な関係がみられた。そしてスキルの側面か
らみると企業特殊的スキルと ICT が補完的であるという可能性も示唆された。これらの結果から，業務とスキ
ルとの関係という観点で見ると非定型的業務の遂行上必要なスキルとして企業特殊的スキルが重要な役割
を果たしているということが考えられるであろう。 
第 3 に,高いスキルを持つ労働力の調達方法として，企業は外部からの中途採用などの方法ではなく，内
部での育成や配置転換などの方法をとっている可能性があることがわかった。これは,高スキル労働者への
需要増大は，中途採用などの外部からの調達によってではなく，企業内訓練を実施して内部の労働者のス
キルをアップグレードすることによって行われるとする Behaghel et al.(2011)の分析結果とも整合的である。 
現実の日本の労働市場に目を向けると，近年は雇用関係の短期化や，非正規雇用の増加が問題となって
いる。本章の分析結果に基づけば，企業内の ICT 化が，企業特殊的スキルの価値を高めることによって，内
部労働市場の中核をなす正社員の企業内訓練を促進し，労働力の非正規化を緩和する可能性がある。しか
しその一方で，ICT 化は従来正社員が担っていた定型的業務を代替し，また外部委託を可能にするもので
あることから，労働力の非正規化を促進するという逆の側面ももっている。 
このような ICT 化が持つ２つの側面が，従来の賃金分布の中位層の需要をどのように変化させたかにつ
いて分析を行うことが今後の課題として考えられる。 
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結論 
 本論文は、技術進歩が労働市場の変化に及ぼす影響について分析をおこなった。 
 まず 第 1 章では，近年の情報通信技術の急速な進歩・普及が労働市場に及ぼす影響に関する理論
的研究や実証的研究をサーベイし，本論文での実証分析における課題を提示した。 
また第 2 章では，労働需要に関する重要なパラメータである学歴間代替弾力性に焦点をあて，これ
を推定することにより海外先進各国と日本との労働市場の違いを明らかにしている。具体的には厚生
労働省『賃金構造基本統計調査』の 1982 年から 2007 年の年齢階級・勤続年数階級・学歴別の集計デ
ータを用いて，CES 生産関数から誘導された推定モデルをもとにパラメータの推定を行った。その
結果，諸外国の先行研究において示された結果と比較して，日本の一般労働者の学歴間代替弾力性は
非常に大きく，大卒-高卒労働者間の代替性が非常に高いという結果が示された。さらに産業別の推
計を行ったところ，製造業や建設業などでは学歴間代替が非常に大きいものの，金融保険業・サー
ビス業・卸売業などのサービス型産業では比較的値が小さくなっていることを示した。学歴間の代
替弾力性のパラメーターが大きいということは，高学歴労働者の低学歴労働者に対する相対需要曲線
の傾きが小さいということを表す。つまり，日本においては高学歴労働者の低学歴労働者に対する
相対労働供給の増大に伴って相対賃金が下落する効果が小さいことを示している。にも拘わらず
日本において学歴間賃金格差が海外の一部の先進国と比較して大幅な増加がみられなかったとい
うことは，高学歴労働者に対する相対需要シフトが大幅には起こらなかった可能性があることを意
味している。 
 第 3 章では技術進歩が労働需要に与える影響を分析する上で，教育水準と年齢という二つの次元か
ら労働力を分類し，どのような属性をもつ労働力の需要が技術進歩の影響を受けているかについて
実証的な分析を行った。またこれらの労働者グループ間の代替弾力性についても分析を行なっ
た。まず各グループの労働者の総賃金シェア変化を，産業内での変化と産業間での変化に分解した
結果，いずれの労働者グループについても，産業内変化の効果が大幅に上回っていることを示し
た。これは高学歴労働者のシェア上昇が貿易の国際化などの産 業 構造変化で起こっているもので
はないとした先行研究の結果が，年齢階層別に分割した場合でも支持されることを示した。また
トランスログ費用関数を用いた分析により，先行研究と同じく技術進歩によって高学歴労働者に対
する需要が増大することを確認した。しかしながら低学歴でも年齢が高い労働者については技術
進歩によって需要が増大することも明らかにした。日本において学歴間賃金格差がアメリカやイ
ギリスのようには拡大しなかった理由の一つには，このように低学歴労働者の技術進歩への適応性
の高さが考えられる。また同じ低学歴労働者でも若年層に対する需要は技術進歩によって減少する
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という結果も示されており，これらは技術進歩に対する適応性が企業内訓練によって年齢とともに上
昇することによって起こっている可能性があることを示唆している。 
 第 4 章では企業内での情報化と，スキルや業務内容に関する調査を行ったマイクロデータを用いて，
情報通信技術（ICT）が企業内の労働市場をどのように変化させているのかについて実証的分析を行
うことにより議論した。この章では ICT が企業特殊的スキルの重要性を高める可能性があるという
仮説を立てて分析している。これは ALM 仮説が述べているところのコンピューターによって代替さ
れない業務やスキルとして，企業特殊的な業務やスキルが重要な役割を果たしていると考えられるか
らである。本章での実証分析の結果，企業内の ICT 化の進展が，企業文化や社内の人間関係の重要
性など，企業特殊的と考えれられるスキルの重要性に有意な正の影響を与えていることを明らかにし
た。 
 以上から，日本の労働市場において，学歴間代替弾力性の高さや，低学歴ではあるが年齢の高い労
働者の技術進歩への適応性の高さなど，技術進歩と賃金格差の拡大に関連すると考えられるいくつか
の特徴的な要因が存在することが明らかになった。さらに企業特殊的スキルと ICT の補完性を示す
結果も得られた。これらを考え合わせると，技術進歩が労働市場に与える影響を検討する際には，内
部労働市場や企業内訓練の要因も考慮する必要があることがわかる。日本や欧州の一部の国々におい
ては，米国などにみられる学歴間をはじめとする賃金格差の拡大が顕在化しなかった。このように技
術進歩が労働市場に与える影響が各国で異なっている原因の一つには，内部労働市場の発達の程度や
それと関連して企業内訓練の密度の違いにあるかもしれない。しかしその詳細についてはまだ明らか
になっておらず，データや分析対象を統一した形での詳細な国際比較による分析が必要であろう。こ
れが今後の課題である。 
